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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は第18期より連結財務諸表を作成しております。 

３．第18期及び第19期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権残高がありますが、

当社株式は、非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

４．第21期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。 

５．第18期及び第19期の株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありますので記載しておりませ

ん。 

６．第17期は決算期変更のため、平成13年4月1日から平成13年12月31日までの9ヶ月決算となっております。 

７．当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、第18期以降の連結財務諸表について、監査法人トーマツの

監査を受けております。 

８．当社は、平成15年12月31日付で普通株式１株につき2.5株の分割を行っております。なお、第19期連結会計

年度の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

９．当社は、平成17年5月20日付で普通株式１株につき3株の分割を行っております。なお、第20期連結会計年度

の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

10．自己資本利益率を算定する際の自己資本金額は、第19期までは、期末残高を使用しておりましたが、第20期

からは、期首と期末の残高に基づく平均残高を使用しております。 

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 

決算年月 平成13年3月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高 （千円） － － 3,456,842 4,704,186 7,724,062 4,191,245 

経常損益 （千円） － － △334,457 568,260 2,258,394 △989,019 

当期純損益 （千円） － － △428,102 399,899 1,024,651 △929,337 

純資産額 （千円） － － △25,324 253,061 4,294,815 3,587,040 

総資産額 （千円） － － 3,369,236 4,370,370 8,194,202 11,457,428 

１株当たり純資産

額 
（円） － － △ 6,331.24 25,306.12 241,961.43 67,362.25 

１株当たり当期純

損益金額 
（円） － － △ 107,025.60 39,989.98 66,457.99 △17,452.35 

潜在株式調整後１

株当たり当期純利

益金額 

（円） － － － － 66,103.17 － 

自己資本比率 （％） － － △ 0.8 5.8 52.4 31.3 

自己資本利益率 （％） － － － 158.0 45.1 － 

株価収益率 （倍） － － － － 47.5 － 

営業活動によるキ

ャッシュ・フロー 
（千円） － － 13,077 785,128 1,695,389 △679,701 

投資活動によるキ

ャッシュ・フロー 
（千円） － － △413,917 △680,053 △2,809,595 △3,360,036 

財務活動によるキ

ャッシュ・フロー 
（千円） － － 344,516 169,859 2,031,172 4,288,652 

現金及び現金同等

物の期末残高 
（千円） － － 219,268 481,300 1,362,747 1,733,582 

従業員数 

(外、平均臨時雇

用者数) 

（人） 
－ 

（ －） 

－ 

（ －）

2,859 

（  1）

5,890 

（  1）

8,246 

（  1） 

6,440 

（   5）



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第16期から第19期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権残高があります

が、当社株式は、非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

３．第21期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。 

４．第16期から第19期までの株価収益率については、当社株式は非上場・非登録でありますので記載しておりま

せん。 

５．第17期は決算期変更のため、平成13年4月1日から平成13年12月31日までの9ヶ月決算となっております。 

６．当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、第18期以降の財務諸表について、監査法人トーマツの監査

を受けておりますが、第16期及び第17期の財務諸表については当該監査を受けておりません。 

７．当社は、平成15年12月31日付で普通株式１株につき2.5株の分割を行っております。なお、第19期の１株当

たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

８．当社は、平成17年5月20日付で普通株式１株につき3株の分割を行っております。なお、第20期連結会計年度

の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

９．自己資本利益率を算定する際の自己資本金額は、第19期までは、期末残高を使用しておりましたが、第20期

からは、期首と期末の残高に基づく平均残高を使用しております。 

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 

決算年月 平成13年3月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高 （千円） 4,954,842 2,091,146 2,847,759 4,221,811 6,651,850 3,639,012 

経常損益 （千円） 111,703 78,162 100,378 295,131 1,742,892 △210,383 

当期純損益 （千円） 30,425 73,491 30,443 135,457 1,004,979 △137,519 

資本金 （千円） 100,000 200,000 200,000 200,000 1,450,000 1,450,000 

発行済株式総数 （株） 2,000 4,000 4,000 10,000 17,750 53,250 

純資産額 （千円） 341,070 509,561 535,005 665,463 4,786,242 4,559,973 

総資産額 （千円） 3,795,508 3,827,051 4,092,821 5,354,523 8,475,865 11,141,525 

１株当たり純資産

額 
（円） 170,535.00 127,390.45 133,751.34 66,546.30 269,647.48 85,633.31 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり

中間配当額） 

（円） 
2,500 

（  －） 

1,250 

（  －）

1,250 

（  －）

2,000 

（  －）

5,000 

（  －） 

2,500 

（  －） 

１株当たり当期純

損益金額 
（円） 15,212.87 36,219.07 7,610.89 13,545.76 65,182.1 △2,582.51 

潜在株式調整後１

株当たり当期純利

益金額 

（円） － － － － 64,834.09 － 

自己資本比率 （％） 9.0 13.3 13.1 12.4 56.5 40.9 

自己資本利益率 （％） 8.9 14.4 5.7 20.4 36.9 － 

株価収益率 （倍） － － － － 48.5 △152.6 

配当性向 （％） 16.4 3.5 16.4 14.8 7.7 － 

従業員数 

(外、平均臨時雇

用者数) 

（人） 
59 

（  -） 

56 

（  -）

48 

（  -）

42 

（  -）

62 

（  -） 

49 

（  5） 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和51年7月 モータ類の技術の開発・指導及び特許指導の業務を目的として、神奈川県大和市下鶴間に有限

会社シコー技研を資本金100万円にて設立し、業務を開始。 

昭和54年7月 携帯用ヘッドホンステレオ用超薄型モータ（コアレスモータ）の開発に成功。 

昭和60年8月 有限会社シコー技研の組織を変更して、株式会社シコー技研を設立。 

昭和60年9月 神奈川県大和市中央林間に本社を移転。 

平成5年3月 ファンモータの量産開始。 

平成6年3月 4φ（直径4mm）の振動モータの量産開始。 

平成6年12月 中華人民共和国上海市に上海思考電子有限公司を設立し、ファンモータの生産を開始。 

平成8年5月 神奈川県大和市下鶴間に本社を移転。 

平成10年4月 神奈川県大和市下鶴間（テクノプラザ大和内）に本社を移転。 

平成12年11月 中華人民共和国上海市に思考電機（上海）有限公司を設立し、振動モータの生産を開始。 

平成13年4月 思考技研（香港）有限公司を設立し、中華民国との取引を開始。 

平成13年10月 生産拠点を中華人民共和国上海市に完全移行に伴い株式会社会津シコーを閉鎖。 

平成15年10月 オートフォーカスモータの量産開始。 

平成16年4月 中華人民共和国上海市の輸出加工区に工場完成。 

平成16年8月 東京証券取引所マザーズに株式を上場。 

平成17年10月 Digital Optics社と資本及び業務提携 



３【事業の内容】 

当社グループは、当社及び関係会社（子会社）３社で構成されており、携帯電話市場向け及びその他の市場向けの

各種モータ応用電子部品の開発、製造及び販売を主な事業としております。 

 この用途市場別主要製品は以下のとおりであります。 

＜主要製品の説明＞ 

１．振動モータは携帯電話機に搭載されている小型モータであり、バイブレーション（振動）を発生させることに

より着信を知らせる機能を担っています。当社の振動モータは、鉄芯（コア）の無いコイルだけが回転するコ

アレスモータであります。 

２．オートフォーカスモータはカメラ付携帯電話機のカメラのピントを合わせるために、レンズを自動的に調整す

る機能を担っています。当社のオートフォーカスモータは小型リニアモータを用いております。 

３．ファンモータは小型のファンを回すことにより、主に電子機器のＣＰＵに送風・冷却する機能を担っていま

す。当社のファンモータはＤＣブラシレスモータ（コアレス）を使ったＤＣ軸流ファンであります。 

４．リニアモータは、基本的に回転型のモータを直線状に展開したものであり、直線方向に物体を動かすモータで

あり、主に新聞の印刷機械の印字部分の駆動装置、工場等での位置決め装置に使われています。当社のリニア

モータは、コアレス、ブラシレスのリニア直流モータであります。 

当社グループの事業に係る位置付けは、次のとおりであります。 

なお、当社グループは、モータ応用電子部品に関する単一事業分野において事業活動を展開しており、単一事業部

門で組織されているため、事業の種類別セグメントに関連づけた説明は記載しておりません。 

当社 

 モータ応用電子部品の研究及び開発を行い、その技術を関係会社へ移転し、部品及び治具、工具、金型等の生産機

器（以下生産資材という）を関係会社に供給し、関係会社からモータ応用電子部品（以下製品という）を仕入れ、日

本及び世界各国へ販売しております。 

関係会社 

上海思考電子有限公司（モータ応用電子部品の製造・販売） 

当社から生産資材の供給を受け、現地（中華人民共和国）にて材料を購入し、生産資材及び製品を生産し、当社及

び現地（中華人民共和国）へ販売しております。 

思考電機（上海）有限公司（モータ応用電子部品の製造） 

当社から生産資材の供給を受け、現地（中華人民共和国）にて材料を購入し、生産資材及び製品を生産し、当社へ

販売しております。なお、思考電機（上海）有限公司は、中華人民共和国の政策により設置された輸出加工区内の工

場での生産を行うことにより、企業所得税の減免、輸入税の免税、輸出増値税の還付、輸出加工区外での委託加工原

材料の保税扱い等の外資優遇政策を受けております。 

思考技研（香港）有限公司（モータ応用電子部品の販売） 

 当社から製品の供給を受け、中華民国及び中華人民共和国へ販売しております。 

用途市場 主要製品 

携帯電話市場 振動モータ（注１）、オートフォーカスモータ（注２） 

その他の市場 ファンモータ（注３）、リニアモータ（注４） 



［事業系統図］ 

４【関係会社の状況】 

 （注）１．上海思考電子有限公司及び思考電機（上海）有限公司は、特定子会社に該当します。 

２．有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３．債務超過の状況にある関係会社はありません。 

４．売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。 

名称 住所 
資本金 

（千人民元） 
主要な事業
の内容 

議決権の 
所有割合 
（％） 

関係内容 

役員の兼任 
資金 
援助 

営業上の
取引 

設備の 
賃貸借 当社 

役員 
当社 
従業員 

連結子会社                   

上海思考電

子有限公司 

(注)1,4 

中華人民共

和国上海市

松江区 

113,185 

モータ応用

電子部品の

製造・販売 

100.0 2名 1名 有 

生産資

材及び

製品の

売買 

無 

連結子会社                   

思考電機

(上海)有限

公司 

(注)1 

中華人民共

和国上海市

松江区 

103,460 

モータ応用

電子部品の

製造 

100.0 2名 1名 有 

生産資

材及び

製品の

売買 

無 

主要な損益情報等 ① 売上高 218,234千人民元

  ② 経常利益 △37,411千人民元

  ③ 当期純利益 △37,411千人民元

  ④ 純資産額 71,991千人民元

  ⑤ 総資産額 245,710千人民元



５【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）１．当社グループは、モータ応用電子部品に関する単一事業分野において事業活動を展開しており、単一事業部

門で組織されているため、上表の部門で記載しております。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含みま

す。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

３．生産調整及び生産効率の向上により、生産部門の人数は、当連結会計年度中において、1,758名減少してお

ります。オートフォーカス用リニアモータの販売強化及び改良開発のために、当連結会計年度中において、

販売部門は15名、技術・開発部門は51名それぞれ増加しております。また、経営合理化のために、管理部門

は114名減少しております。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含みま

す。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．当会計年度中の従業員数減少は、生産効率向上により、生産（管理）部門の人数が減少したことによるもの

です。 

  

(3)労働組合の状況 

組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年12月31日現在

部門の名称 従業員数（人） 

生産部門 6,133（ 2） 

販売部門 36（ 1） 

技術・開発部門 141（ 2） 

管理部門 130（－） 

合計 6,440（ 5） 

  平成17年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

49（ 5） 38.1 5.0 5,704,220 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、外需について、円安の定着と中国向けの回復で輸出が高い伸びとなりま

したが、原油高を背景に石油関連製品などの原材料の輸入の増加を下回りました。しかし、内需について個人消

費、設備投資など民需主導の成長が続き、堅調な拡大局面となりました。また、海外においては、米国経済は、ハ

リケーンの襲来や原油価格の上昇にもかかわらず、個人消費、設備投資がいずれも好調に推移し、在庫も減少する

など内需が旺盛となり、高い成長となりました。欧州経済は、景気拡張的な経済政策、金融市場の安定、企業収益

の回復、ユーロの軟調や好調な世界経済の影響により、緩やかな減速局面は脱しつつあります。特にドイツではユ

ーロ安を背景として輸出の増勢が加速しており、企業の景況感も改善してきております。アジア経済は、中国の輸

入の再加速に合わせて地域内貿易が活性化しており、景気も総じて回復基調となりました。中国では、内外需とも

に高い伸びが続いており、エネルギー開発関連や鉄道運輸関連を中心とした固定資産投資の高い伸びにより、投資

主導の成長が続いてきております。韓国では、電子部品や、音響・映像・通信機器が好調であり、ウォン安を背景

に輸出の軟調を脱し、景気回復が明らかとなってきております。その他の地域では、エネルギー価格の上昇を受け

てインフレが加速してきております。 

このような世界経済の影響を受け、携帯電話の世界市場は、販売台数7億95百万台と拡大局面となっておりま

す。携帯電話の販売台数の大半は、中国、インド等の途上国での低価格商品の急拡大であり、また、欧州などでの

価格競争の激化により販売単価及び収益を圧迫してきております。その他の電子部品の世界市場は、世界経済の好

況を受け、減速局面を脱し、拡大局面へと変化してきております。 

このような情勢の下、当社グループは、新製品の開発と既存製品の市場ニーズにあったものへの改良のために、

研究開発および技術開発の投資を積極的に行いました。また、上海工場の生産能力増強および生産効率向上に取組

むとともに品質向上のための組織作り、製造原価の更なる低減、品質の向上及び技術漏洩の防止のため部品の内製

化に特段の取り組みを行ない積極的な設備投資を行いました。 

以上の結果、当連結会計年度は、振動モータの販売数量の確保やその他市場向けモータ応用電子部品の販売数量増

加がありましたものの、振動モータの販売価格の下落により売上及び利益の減少となりました。また、オートフォ

ーカス用リニアモータの改良による多額の開発費の支払を回収すべく販売を強化いたしましたが、誠に遺憾なが

ら、当連結会計年度の売上には結びつかず、結果として、連結売上高は、41億91百万円（前連結会計年度比45.7％

減）、連結経常損失は9億89百万円、連結当期純損失は9億29百万円となりました。 

なお、当社はモータ応用電子部品に関する単一事業分野において事業活動を展開しており、単一事業部門で組織

されているため、事業の種類別セグメントは記載しておりません。 

用途市場別の売上高の状況は以下のとおりであります。 

① 携帯電話市場 

 携帯電話市場は、販売台数が7億95百万台と拡大傾向にあるものの、その大半は、中国、インド等での低価

格商品の急拡大であり、当社グループがターゲットとしている中・高価格商品は実質的に横這い傾向となってお

ります。このような情勢の下、主力製品であります振動モータにおいては、新規顧客の獲得と顧客内における販

売シェアの増加を目標とし、営業展開を行ってまいりました。新規顧客の獲得につきましては、日本国内企業の

獲得に注力した結果、主要顧客の獲得が達成できました。また、顧客内における販売シェアの増加につきまして

は、品質の向上及び納期の厳守に注力した結果、販売シェアの増加につながりました。この結果、振動モータに

おきましては、オリンピック景気や高付加価値商品の買換え等の特需があった前年には至らないものの月次にお

いて過去最高の販売数量を達成するなど例年に比し、大幅な販売数量の増加につながりました。 

 オートフォーカス用リニアモータにおいては、高付加価値商品の買換え等の特需があった前年とは打って変わ

って、厳しい経済環境となりました。そのような情勢の下、当社グループにおいては、市場ニーズにあったもの

への改良を行ない、新規顧客の獲得に注力しました。特に日本、韓国、台湾の主要顧客への販売、レンズメーカ

ー、モジュールメーカーへの提携・販売に注力してまいりました。世界経済の景況感が回復してきた第3四半期

より、製品の改良成功もあいまって、引き合い数が増加し、主要顧客からのフォーキャストの獲得に至りました

が、誠に遺憾ながら受注には至らず、販売には結びつきませんでした。 



② その他の市場 

その他市場においては、新規市場の発掘に注力し、高付加価値モータの販売を推進してまいりました。その中

で、ファンモータにおいては、カーナビゲーションの搭載率の上昇等を受け、カーナビゲーション向けファンモ

ータの販売数量の増加や炊飯ジャー用ファンモータの販売数量の増加により、前年の実績を上回りました。 

 リニアモータにおいては、デジタル機器製造装置向けの搬送用リニアモータの販売数量の増加により、前年の

実績を上回りました。 

 振動モータにおいては、バイブレーション機能付腕時計の販売、ゲーム機器への搭載等携帯電話市場以外への

転用が開始されました。 

また、所在地別セグメントの業績は以下のとおりであります。 

① 日本 

売上高におきましては、振動モータの販売数量の確保やその他市場向けモータ応用電子部品の販売数量増加が

ありましたものの、振動モータの販売価格の下落により売上減少となりました。また、オートフォーカス用リニ

アモータについて、販売に結びつかず、36億39百万円（前期比45.3％減）となりました。一方営業費用面は、中

国からの仕入単価を維持しつつ、販売費及び一般管理費につきまして、新製品の開発費の増加、営業体制の強化

のための人員増がありました結果、42億73百万円（前期比11.3％減）となりました。その結果、営業損失6億34

百万円となりました。 

② アジア（中国） 

売上高におきましては、中国国内における売上高の減少により、5億52百万円（前期比48.5％減）となり、ま

た、日本に向けての輸出（内部売上高）が39億69百万円（前期比4.2％減）となりましたため、全体では、45億

22百万円（前期比13.3％減）となりました。また、営業費用面は、オートフォーカス用リニアモータの改良によ

る開発費の支出があったため、56億24百万円（前期比17.2％増）となりました。その結果、営業損失は11億2百

万円となりました。 

(2) キャッシュ・フロー 

当連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、設備投資を33億60百万円行い、法人税

等6億83百万円を支払い、長期借入金の返済7億32百万円を行ない、その資金として短期借入金23億50百万円及び長

期借入金28億円で調達し、その結果、前連結会計期間に比べ3億70百万円増加し、当連結会計期間末には17億33百

万円となりました。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果支出した資金は、6億79百万円となりました。これは、法人税等の支払6億83百万円あったことに

よるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果支出した資金は、33億60百万円となりました。これは、主に内製設備の投資による有形固定資産

の購入が28億60百万円あったことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、42億88百万円となりました。これは、短期借入金23億50百万円及び長期借入金

28億円の調達によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループは、モータ応用電子部品に関する単一の事業分野において事業活動を展開しており、単一事業部門で

組織されているため、それぞれ、用途市場別の分類で記載しております。 

(1) 生産実績 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 受注状況 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3) 販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を用途市場別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．進展産業株式会社及びLumberg Connect Gmbb Co.KGは、当連結会計年度において、販売実績に対する割合が

10％未満であるため、記載は省略しております。 

用途市場 
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

前年同期比（％） 

携帯電話市場      （千円） 3,134,499 46.1 

その他の市場      （千円） 868,317 59.9 

合計（千円） 4,002,817 48.5 

用途市場 受注高（千円） 前年同期比(％) 受注残高（千円） 前年同期比(％) 

携帯電話市場 3,578,542 63.5 862,962 142.1 

その他の市場 882,409 61.0 135,864 111.6 

用途市場 
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

前年同期比（％） 

携帯電話市場     （千円） 3,322,927 53.0 

その他の市場     （千円） 868,317 59.9 

合計（千円） 4,191,245 54.3 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

思考技研(香港)有限公司 831,493 10.8 1,021,723 24.4 

Flextronics Technology(Sham Alam)Sbn Bhd 960,131 12.4 614,964 14.7 

進展産業株式会社 1,485,051 19.2 － － 

Lumberg Connect Gmbh Co.KG 692,372 9.0 － － 



３【対処すべき課題】 

 当社グループはこれまで新製品・新機種向けの新規開発、大量生産体制の整備、製造原価の低減のために積極的に

開発・技術投資、設備投資を行ってまいりましたが、平成18年においてはこれらの先行投資を大きな成果に結びつけ

ることを経営の基本命題と考え、その観点から当社グループの対処すべき経営課題とその対応策を以下のとおり定め

ました。 

① 携帯電話市場における当社グループの真価発揮 

平成18年の携帯電話市場は、当年度よりさらに10％の増加が予想されておりますが、その大半は、中国、インド等

の低価格商品が主流と見られ、高付加価値商品は実質的に横這い傾向が予想されています。このため既存市場にお

けるシェア獲得のための価格競争が激化することは必至であり、引き続き厳しい局面にあります。一方、当社グル

ープのこれまでの開発投資、生産拡大のための設備投資は、いよいよ本格稼動の時期を迎え効果を発揮してまいり

ます。 

当社といたしましては、振動モータ、オートフォーカスリニアモータいずれの製品においても、上海子会社の金型

内製化の力を活かして部品の内製化による価格競争力と飛躍的拡大による量産体制をもって、既存のお取引先や新

規顧客への営業攻勢を積極化してまいります。 

あわせて、品質のさらなる向上のために、内製化・生産効率の向上を一段と推しすすめて一層の原価低減を実現

し、単価下落を乗り越え逆にシェアーアップを目指して競争力を強化します。 

平成18年度は当社グループの真価を発揮する年と位置づけ、全社を挙げて新規大口取引先の獲得、既存取引先にお

ける当社シェアの増加に向けて、開発、営業両面にわたり積極策を展開し、販売数量と売上高の拡大をはかりま

す。 

② 均衡ある体質づくりと新しい成長軌道 

 思考する技術集団として、当社は先行技術・先行特許を基本に、新しい成長ステージへの発展を目指していま

す。 

 現実の市場とくに携帯電話市場は、不安定な需給バランスや競争条件が刻々変化するなど企業経営はその影響を

受けがちであります。当社グループとしては、独創的な新製品開発とその製造技術が特徴であり、その商品力と量

産体制を活かして、不安定な市場の中での安定した経営、均衡のとれた体質を実現するための方策を展開してまい

ります。 

 一つには、変動激しい携帯電話市場以外の市場開拓を積極的にすすめることであります。すでにファンモータ、

リニアモータについて市場開拓による成果が現れつつありますが、市場にない新製品の開発はもちろん、当社が誇

る世界最小の製品群や既存商品の多角的な用途開発などをすすめ、業績への寄与を高めてまいります。 

二つには、新事業としてこれまで準備してきたカメラモジュールの「EMS事業」を積極的にすすめてまいります。

昨年、韓国企業2社と資本提携・業務提携を結び、当社上海子会社2社で委託生産を開始することといたしました

が、これは当社グループの金型や各種部品の内製化による量産体制、品質管理にわたる工場設備から生産技術まで

が高く評価された結果であり、当社オートフォーカスリニアモータの販売戦略としても有効であります。従来の当

社単独の製造体制から、国内や海外の有効企業との協業により、新しい成長軌道を目指してまいります。 



４【事業等のリスク】 

 以下(1)～(6)における将来に関する事項は、提出日現在において判断したものです。 

(1) 当社グループの経営体制について 

① 中華人民共和国の生産拠点に生産のすべてを依存していることについて 

 当社が販売している製品は、全品中華人民共和国に拠点を有する子会社（上海思考電子有限公司、思考電機

（上海）有限公司）から仕入れております。2社とも完全子会社（平成17年12月31日現在の投融資残高は、30億

68百万円）であり、当社が販売先から受注した製品を製造しております。そのため、子会社の工場において何ら

かのトラブル等が発生し、製品の製造が困難になった場合には、当社グループの事業、業績及び財政状態が悪影

響を受ける可能性があります。 

 当社グループは、中華人民共和国固有の規制を受けております。 

 当社グループの事業の継続性に重要な影響を与える規制として、中国子会社に与えられた経営期限と工場用地

の土地使用権の期限があります。経営期限について、上海思考電子有限公司は50年、思考電機（上海）有限公司

は30年となっており、工場用地の土地使用権については、２社とも50年の使用期間となっております。経営期限

等の終了時の中華人民共和国の対応は、その時の情勢により変動するものと考えられ、現状では予測は困難で

す。また、工場用地の土地使用権については、50年の使用期間の終了前といえども、中華人民共和国の政策によ

り、強制収用や換地処分等を受ける可能性があり、そのような場合には、当社グループの事業の継続性につい

て、重要な影響を受ける可能性があります。 

 また、中華人民共和国の政策として総量規制等による外貨流入規制があった場合、設備投資資金の確保及び設

備投資の輸入免税枠の拡大に支障が生じるため、当社グループの業績に重要な影響を受ける可能性があります。

 その他に当社グループは、思考電機（上海）有限公司の輸出加工区内の生産による外資優遇政策（企業所得税

の減免、輸入税の免税、輸出増値税の還付、輸出加工区外での委託加工原材料の保税扱い等）を受けております

が、政策の変更によりこの優遇政策を受けられなくなった場合には、当社グループの業績に重要な影響を受ける

可能性があります。 

 上記以外にも、中華人民共和国固有の規制等が多数存在しており、当社グループの事業及び業績は、今後の中

華人民共和国の政治的、経済的情勢および政府当局が課す法的な規制による影響を受ける可能性があります。 

② 携帯電話市場の動向による影響について 

 当社グループの売上は携帯電話市場向けモータ応用電子部品の売上が、全売上高の79.3％（平成17年12月期）

を占めております。その需要先は、携帯電話市場であり、当社グループの業績は、携帯電話市場の動向等の影響

を受ける可能性があります。また、当社グループのモータ応用電子部品は、値下げ要求が激しいため、当社グル

ープの売上高、利益とも価格変動の影響を受ける可能性があります。 

③ 特定の販売先への依存度が高いことについて 

 当社グループの販売先は、主に大手携帯電話メーカーが中心でありますが、特にソニーエリクソングループ

（ソニーエリクソン向け携帯電話製造メーカーを含む）への依存度が高くなっております。そのため、これらの

販売先の動向または方針の変化により、当社グループの業績に重要な影響を受ける可能性があります。なお、こ

れらの販売先とは、基本契約の締結はしておりますが、長期納入契約等は締結しておりません。 

④ 経営成績の変動について 

 当社グループの売上高につきましては、平成13年12月期には、９ヶ月決算ということと振動モータの大口取引

先の受注が減少しました結果、価格下落の影響とあいまって、売上高減少という結果となりました。平成14年12

月期は、振動モータの新たな大口取引先からの受注が増加しました結果、売上高増加の結果となりました。平成

15年12月期は、振動モータの大口取引先の受注数が増加しました結果、価格下落の影響を超えることができ、更

に、第４四半期より始まった、オートフォーカス用リニアモータの販売により、売上高増加の結果となりまし

た。平成16年12月期においてもこの傾向は続いております。 

 平成17年12月期は一転して、オートフォーカス用リニアモータの販売環境が悪化し、売上が減少いたしまし

た。また、主力製品の振動モータにつきましては、販売数量は横這いなものの、販売単価の下落により売上高は

減少いたしました。 



 当社グループの売上原価につきましては、振動モータの製造について、部品を外部仕入先から購入し、フィリ

ピン、インドネシア、大連にてアッセンブリの製造委託を行っておりましたが、この製造委託を平成13年3月期

にはフィリピンから当社生産子会社（上海思考電子有限公司及び思考電機（上海）有限公司）に移管し、平成13

年12月期にはインドネシア、大連から当社生産子会社に完全に移管しました結果、平成13年12月期から完全に当

社グループでの自社アッセンブリ製造となりました。その後、平成14年12月期からは、部品の一部を当社生産子

会社にて製造を開始しました。この完全自社アッセンブリ製造及び部品の内製化により製造原価の低減に努めて

まいりました。平成17年12月期は、オートフォーカス用リニアモータの多額の改良費を売上原価に計上いたしま

した。 

 この結果、当社グループの経常損益及び当期純損益は、平成14年12月期において、価格下落の影響により、損

益分岐点売上高を確保するだけの受注の増加がなく、連結経常損失及び連結当期純損失という結果となりました

ものの、平成15年12月期及び平成16年12月期は、製造原価の更なる低減及び販売費及び一般管理費の削減により

損益分岐点を下げることができ、それを大幅に超える振動モータの受注に加え、オートフォーカスモータの販売

が開始されたことにより、経常損益、当期純損益ともに増益の結果となっております。 

 平成17年12月期は、上記の理由により、連結経常損失、連結当期純損失、経常損失、当期純損失の状態となっ

ております。 

 なお、主要な経営指標の推移は次のとおりであります。 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は、第18期より連結財務諸表を作成しております。 

３．当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第18期以降の連結財務諸表、第18期以降の財務諸

表について、監査法人トーマツの監査を受けておりますが、第16期及び第17期の財務諸表について

は、当該監査を受けておりません。 

⑤ 為替変動の影響について 

 当社の海外生産比率は100％となっております。一部の材料費（日本からの有償支給材料）を除き全ての製造

原価、販売費及び一般管理費につきましては、人民元建取引となっており、為替変動や人民元の切り上げにより

製造原価、販売費及び一般管理費が上昇した場合、当社グループの業績に影響を受ける可能性があります。 

 なお、当社では、平成17年12月期において、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行との間で、ＮＤＦ契約を締結し、人

民元による為替リスクの緩和を行っております。 

 ＮＤＦ契約とは、外国為替市場での流動性が低く変動リスクが大きい通貨に対して用いられる差額決済をい

い、あらかじめ為替レートを定めておき、毎月の決済日に実際のレートとの差額を主要国通貨で行うという契約

であります。 

 また、当社グループは海外向けに製品の販売を実施しており、海外向け販売において、原則として円建・円払

い取引を行っておりますが、一部米ドル建・米ドル払い、円建・米ドル払い、ユーロ建・ユーロ払い取引を行っ

ております。人民元は、米ドルに対して実質的に固定しているため、米ドル建・米ドル払い取引及び円建・米ド

ル払い取引の為替リスクと人民元建の製造原価、販売費及び一般管理費の為替リスクが一部軽減されることがあ

りますが、一方で海外向け販売が増加した場合には、当社グループの業績が為替変動のリスクを受ける可能性が

あります。 

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 

決算年月 平成13年3月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

連結売上高 （千円） － － 3,456,842 4,704,186 7,724,062 4,191,245 

連結経常損益 （千円） － － △334,457 568,260 2,258,394 △989,019 

連結当期純損益 （千円） － － △428,102 399,899 1,024,651 △929,337 

売上高 （千円） 4,954,842 2,091,146 2,847,759 4,221,811 6,651,850 3,639,021 

経常利益 （千円） 111,703 78,162 100,378 295,131 1,742,892 △210,383 

当期純利益 （千円） 30,425 73,491 30,443 135,457 1,004,979 △137,519 



(2) 特定の経営者への依存について 

当社グループは、少数の経営陣によってマネジメントがなされておりますが、中でも当社の代表取締役社長であ

る白木学に対する依存度は大きく、当社グループのマネジメントにとどまらず、研究開発・技術開発、製造から営

業といった個別の業務においても重要な役割を担っております。このため、何らかの理由により、白木学が当社の

代表取締役としての職務等を遂行できなくなった場合には、当社グループの事業推進に重大な影響を及ぼす可能性

があります。 

(3) 関連当事者との取引について 

 最近の連結会計年度における関連当事者との取引は以下のとおりであります。 

当連結会計年度（自平成17年1月1日 至平成17年12月31日） 

① 子会社等 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高のうち課税取引に係わる残高には消費

税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

製品の販売につきましては、一般の取引条件と同様に決定しております。 

   ② 役員が議決権の過半数を実質的に保有する会社 

  

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

    ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

      原価に適正利潤を乗せた金額と他社からの見積りを比較し、取引金額を決定しております。また、取引条件 

     につきましては、一般の取引条件と同様に決定しております。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千HK$) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

子会社 

思考技

研 (香

港)有限

公司 

中国

香港 
500 

一般貿易

販売業 

(所有) 

直接 

99.9 

役員3人 
当社製品

の販売 

当社製品

の販売 
1,021,723 売掛金 237,603 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

役員及び

個人株主

等 

株式会社

ソーイ 

大和

市中

央林

間 

10,000 
サービス

業 

(所有) 

直接 － 
役員2人 開発委託 

業務委託

料の支払 
66,539 未払金 5,956 



(4) 製造物責任・瑕疵担保責任について 

 当社グループは、ＩＳＯ9001及びＱＳ9000の品質管理基準に基づいて、各種の製品を製造しており、現時点まで

に製造物責任法等に関する訴訟、瑕疵担保責任を遡及された訴訟は生じておりません。しかし、そのような事態が

発生した場合、当社製品への信頼性の低下や損害賠償請求等により、当社グループの業績に影響を受ける可能性が

あります。 

(5）設備投資について 

 当社グループは、生産能力を増加させるため及び内製化率を増加させるために多額の設備投資を行っていく予定

であります。なお、資金調達が出来なかった場合、中華人民共和国における総量規制の影響による制限を受けた場

合等により、これらの設備投資が出来なかった場合には、当社グループの業績に重要な影響を受ける可能性があり

ます。 

 また、設備投資に見合う受注が取れなかった場合には、業績に重要な影響を受ける可能性があります。 

(6）借入金について 

 当社は、平成17年6月30日付けで金融機関4社からなるシンジケート団との間で、総額30億円のコミットメント契

約を締結しております。また、平成17年7月27日付けで金融機関7社からなるシンジケート団との間で、返済期限を

平成23年7月7日とする総額18億円のコミット型タームローン契約を締結し、平成17年12月期中に同額の借入を行っ

ております。 

 これらの契約には、各事業年度の決算期の末日における貸借対照表における純資産の金額や損益計算書の経常損

益を基準とした財務制限条項が付加されており、それに抵触した場合には請求により期限の利益を喪失するなど、

当社の業績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

(7）知的財産権について 

 当社グループにとって、特許権及びその他知的財産権は競争力維持のために重要です。当社グループは自らが必

要とする多くの技術を自社開発しており、それを国内外において特許権、商標権及びその他の知的財産権として保

持しております。 

 しかし、以下のような知的財産権に関する問題が生じた場合には、当社グループの業績に影響を受ける可能性が

あります。 

① 当社グループが保有する知的財産権に対して異議申し立てがなされたり、無効請求等がなされた場合 

② 当社グループが保有する知的財産権が競争上の優位性をもたらさない、又はその知的財産権を有効に行使でき

ない場合 

③ 第三者により知的財産権の侵害を主張されその解決のために多くの時間とコストを費やし、又は経営陣及び経

営資源の集中を妨げる場合 

④ 第三者による侵害の主張が認められた場合に多額のロイヤルティの支払、該当技術の使用差止め等の損害が発

生する場合 

⑤ 第三者により知的財産権の侵害を受け、当社グループの知的財産権による競争力が維持できなくなり、また

は、その解決のために多くの時間とコストを費やし、または経営陣及び経営資源の集中を妨げる場合 

５【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 



６【研究開発活動】 

当社グループの研究開発及び技術開発活動は、研究開発は当社で集中して行っており、また、技術開発は、当社及

び上海の2社で行っており、その内容は次のとおりであります。 

当社の研究開発活動は、モータ応用電子部品の新規開発と既存製品の小型化、軽量化、薄型化に焦点を絞った基礎

研究活動に努めてまいりました。また、中長期的には、オートフォーカス、３倍ズームと人間の「目」に代わるよう

な小型モータの開発に注力してまいります。 

技術開発活動につきましては、市場ニーズが低コスト化、短納期化を要求する時代にあって、工場での金型製作加

工、治工具の製造に始まり、部品の内製化に至るまでの設計技術の向上、一貫した体制を構築する技術開発に努めて

まいりました。 

その結果、当連結会計年度の研究開発費は、1億63百万円であり、当連結会計年度における主な成果としては、レ

ンズ駆動装置（オートフォーカス、３倍ズーム）があります。 

なお、当社は、モータ応用電子部品に関する単一事業分野において事業活動を展開しており、単一事業部門で組織

されているため、事業の種類別セグメントに関連付けた説明は記載しておりません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 経営成績の分析 

当連結会計年度における売上高は、41億91百万円（前期比45.7％減）となりました。その主な原因は、携帯電話

市場向けの売上について、オートフォーカス用リニアモータの販売高の減少及び振動モータの単価の下落によるも

のです。このように、当社グループの売上高に重要な影響を与えるのは、携帯電話市場の動向であります。携帯電

話市場の今後は、この中国・東南アジア諸国に加え、アフリカ、南米、北欧の大幅な伸びが見込まれるものの、先

進国においてもは、第三世代の携帯電話への買換需要以外に二ついては横這いの傾向が見込まれます。 

当連結会計年度における売上原価は、48億81百万円（前期比13.2％増）となりました。この主な原因は、オート

フォーカス用リニアモータの市場ニーズにあったものへの改良による多額な開発費を支払ったことによるものであ

ります。なお、この開発費のうちの一部（5億円）について、事業パートナーより負担金を収受し、営業外収益に

計上しております。 

その結果、当連結会計年度の売上総損失は、6億90百万円（前期売上総利益34億11百万円）となりました。今後

は、上海における内製化及び現地調達化により、変動費率を下げるとともに、新規顧客の獲得、既存顧客へのシェ

アアップにより販売数量の増加を目指し、売上総損失の解消に努めてまいります。 

当連結会計年度における販売費及び一般管理費は、11億53百万円（前期比19.7％増）となりました。これは、3

倍ズームの研究開発費の増加、販売数量の増加による荷造運賃の増加が主な原因であります。 

その結果、当連結会計年度の営業損失は、18億44百万円（前期営業利益24億48百万円）となりました。 

当連結会計年度の営業外損益及び特別損益の主なものは、為替差益5億6百万円、受取開発費負担金5億円、支払

利息60百万円、シンジケートローン手数料60百万円であります。支払利息につきましては、社債・借入金等の有利

子負債に対するものであります。今後は、設備投資を上回る営業活動に伴うキャッシュ・フローを実現し、有利子

負債を縮小させることにより、支払利息を減少させていきます。 

その結果、当連結会計年度の当期純損失は、9億29百万円（前期当期純利益10億24百万円）となりました。 

なお、上記事項は、提出日現在において判断したものであります。 

(2) 財政状態の分析 

 当連結会計期間末における流動資産は、48億31百万円となり、前連結会計期間末に比し9億12百万円増加いた

しました。この増加の主な内容は、現金及び預金が６億69百万円増加し、デリバティブ資産が２億68百万円増加

し、繰延税金資産が１億15百万円増加したことによるものであります。当連結会計期間末における有形固定資産

は、60億13百万円となり、前連結会計期間末に比し20億46百万円増加いたしました。この増加の主な内容は、上海

工場における生産能力の増強のための設備投資、内製化のための設備投資によるものであります。 

 その結果、総資産は114億57百万円と前連結会計期間末に比し32億63百万円増加いたしました。 

 当連結会計期間末における流動負債は、45億87百万円となり、前連結会計期間末に比し18億32百万円増加いたし

ました。その主な内容は、短期借入金が23億50百万円増加し、未払法人税等が６億29百万円減少したことによるも

のであります。短期借入金の増加は、安定的な資金調達のため株式会社東京三菱銀行及び株式会社みずほ銀行をエ

ージェントとし、株式会社横浜銀行をコアレンジャーとするコミットメントライン契約（総コミット金額30億円）

を締結し、23億円の借入を行ったものであります。未払法人税等の減少は、損失の計上によるものであります。当

連結会計期間末における固定負債は32億82百万円となり、前連結会計期間末に比し、21億38百万円増加となりまし

たが、その主な原因は、設備投資資金の調達のため株式会社横浜銀行をエージェントとするタームローン契約を締

結し、18億円の借入を行ったものによります。 

 その結果、総負債は78億70百万円と前連結会計期間末に比し39億71百万円増加いたしました。 



 当連結会計期間末における資本の部は、35億87百万円と前連結会計期間末に比し7億7百万円減少いたしまし

た。この減少の主な内容は、当期純損失による減少9億29百万円であります。 

当社グループの財政状態の課題といたしましては、流動比率、有利子負債比率、自己資本比率の改善にありま

す。流動比率（流動資産÷流動負債）105.3％（前連結会計年度142.3％）、有利子負債比率（有利子負債÷（有利

子負債＋資本金））81.0％（前連結会計年度55.7％）、自己資本比率（純資産÷総資産）31.3％（前連結会計年度

52.4％）という数値であり、前連結会計年度に比較し、悪化しております。今後も、利益の増大により設備投資を

上回るキャッシュ・フローを生み出すこと及び直接金融による資金調達を行うなどの方策を施し、その資金を持っ

て有利子負債の圧縮を図ることにより財政状態を良好にしていきます。 

なお、上記事項は、提出日現在において判断したものであります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社グループにおける当連結会計年度の設備投資は、モータ応用電子部品の生産設備を中心に、全体で28億60百万

円の設備投資を実施しました。主な内容として、内製設備の増強による機械及び装置の購入21億88百万円、生産能力

の増強として第4工場の建設4億94百万円であります。 

なお、当社グループは、モータ応用電子部品に関する単一事業分野において事業活動をしており、単一事業部門で

組織されているため、事業の種類別セグメントに関連づけた説明は記載しておりません。 

２【主要な設備の状況】 

当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。 

なお、当社グループは、モータ応用電子部品に関する単一事業分野において事業活動をしており、単一事業部門で

組織されているため、事業の種類別セグメントに関連づけた説明は記載しておりません。 

(1) 提出会社 

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．帳簿価額のうち「その他」は、建設仮勘定の金額であります。 

３．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含みま

す。）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2) 在外子会社 

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．帳簿価額のうち「その他」は、建設仮勘定の金額であります。 

事業所名 
(所在地) 

事業内容 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業 
員数
(人) 

建物及
び構築
物 

機械装
置及び
運搬具 

工具器
具及び
備品 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

本      社 

(神奈川県大和市) 

会社統括業

務、研究開

発業務、販

売業務 

管理、研究

開発及び貸

与生産設備 

175,364 131,771 281,079 186,723 

(200.5)

16,354 791,295 
49(5)

会社名 
(所在地) 

事業内容 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業 
員数
(人) 

建物及
び構築
物 

機械装置
及び運搬
具 

工具器
具及び
備品 

土地 
(面積
㎡) 

その他 合計 

上海思考電子有

限公司 

(中華人民共和

国上海市) 

製造業

務・販売

業務 

生産設備 138,786 1,906,438 54,729 － 

－

358,186 2,458,141 3,541 

思考電機(上海)

有限公司 

(中華人民共和

国上海市) 

製造業務 生産設備 347,786 1,622,405 124,543 － 

－

702,526 2,797,262 2,850 



３【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの設備投資については、市場動向、業界動向を総合的に勘案をして策定をしております。設備投資計

画は当社が策定し、その設備投資計画及び資金計画に基づいて、各社での調整を行っております。  

なお、平成17年12月31日現在における重要な設備の新設は次のとおりであります。 

  

（注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．思考電機（上海）有限公司の第4工場建設（第二期）と携帯電話市場向け製品製造装置の投資により、生産能

力は180％増加し、内製能力は280％増加し、内製化率が80％となります。 

３．上海思考電子有限公司の第2工場建設（第二期）と携帯電話市場向け製品製造装置の投資により、生産能力は

80％増加し、内製能力が40％増加し、内製化率80％となります。 

会社名 所在地 事業内容 設備の内容 

投資予定金額 
資金調達 
方法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 総額 

（千円）
既支払額
（千円）

着手 完了 

 思考電機

（上海）有

限公司 

 中華人民

共和国上海

市 

 製造業

務 

 第4工場建

設（第2

期） 

500,000 494,589 
自己資金及

び 借入金 

 平成17

年6月 

 平成18

年3月 
 （注）2 

 思考電機

（上海）有

限公司 

 中華人民

共和国上海

市 

 製造業

務 

 携帯電話

市場向け製

品製造装置 

720,970 690,786 
 自己資金

及び借入金 

 平成17

年9月 

平成18

年3月 
 （注）2 

 思考電機

（上海）有

限公司 

 中華人民

共和国上海

市 

 製造業

務 

 携帯電話

市場向け製

品製造装置 

980,563 － 
 自己資金

及び借入金 

 平成18

年1月 

 平成18

年9月 
 （注）2 

 上海思考

電子有限公

司 

 中華人民

共和国上海

市 

 製造業

務 

 第2工場建

設（第2

期） 

570,000 352,886 
 自己資金

及び借入金 

 平成17

年10月 

 平成18

年4月 
 （注）3 

 上海思考

電子有限公

司 

 中華人民

居和国上海

市 

 製造業

務 

 携帯電話

市場向け製

品製造装置 

480,646 － 
 自己資金

及び借入金 

 平成18

年4月 

 平成18

年11月 
 （注）3 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 213,000 

計 213,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成17年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年3月31日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 53,250 53,250 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
 － 

計 53,250 53,250 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 平成16年3月29日定時株主総会決議の新株予約権 

 （注）１．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、株数は次の算

式により調整します。 

２．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、発行価額は次

の算式により調整します。 

３．新株予約権の行使の条件および新株予約権の譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権者が権利行使をするにあたっては、全部又は一部を行使することが出来ます。ただし１個の新

株予約権をさらに分割して行使することは出来ません。 

(2）新株予約権者は、権利行使時において当社の取締役又は従業員である場合に限り新株予約権を行使するこ

とが出来ます。ただし、任期満了による退社、定年退職その他正当な理由の有る場合並びに相続により新株

予約権を取得した場合は新株予約権を行使することが出来ます。 

(3）新株予約権行使日の前日の東京証券取引所における当社普通株式の終値が１株当たりの払込価額の1.5倍

以上であることを要します。 

(4）新株予約権者は、当社普通株式が証券取引所において上場又は店頭登録された場合に限り、新株予約権を

行使することが出来ます。 

(5）新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要します。 

(6）その他の条件は、平成16年３月29日開催の定時株主総会及び平成16年３月29日開催の取締役会決議に基づ

き、当社と対象従業員との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定めるところによります。 

区分 
事業年度末現在 

（平成17年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 87 87 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 261 261 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 500,000 500,000 

新株予約権の行使期間 
平成18年4月1日から 

平成23年3月31日まで 

平成18年4月1日から 

平成23年3月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 

発 行 価 格 166,667 

資本組入額  83,334 

発 行 価 格 166,667 

資本組入額  83,334 

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ (注)３ 

調整後新株発行株式数＝ 
調整前新株発行株式数×調整前新株発行価額 

調整後新株発行価額 

調整後新株発行価額＝調整前新株発行価額× 
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×1株当たり払込金額 

分割・新規株発行前の株価 

  既発行株式数＋分割・新規発行による増加株数 



 ② 平成17年10月20日取締役会決議の新株予約権 

  

 （注） １．平成17年11月15日以降、新株予約権の行使請求の効力発生日（以下「修正日」という。）の前日まで（当

日を含む。）の3連続取引日（ただし、取引日は株式会社東京取引所における当社普通株式の普通株式の普

通取引に係る売買高加重平均価格（以下「VWAP」という。）が算出されない日を含まない。）の株式会社東

京証券取引所における当社普通株式の普通取引のVWAPの平均値の92％に相当する金額の1円未満の端数を切

上げた金額（以下「修正日価額」という。）が当該修正日の直前に有効な行使価額を1円以上上回る場合ま

たは下回る場合には、行使価額は、当該修正日以降、当該修正日価額に修正されます。 

     ２．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、株数は次の

算式により調整します。 

     ３．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、発行価額は

次の算式により調整します。 

     ４．新株予約権の行使の条件および新株予約権の譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

      (1) 各新株予約権の一部行使はできません。 

      (2）新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要します。 

  

区分 
事業年度末現在 

（平成17年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 3,700 3,700 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,700 3,700 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 341,000（注１） 341,000（注１） 

新株予約権の行使期間 
平成18年4月1日から 

平成23年3月31日まで 

平成18年4月1日から 

平成23年3月31日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 

発 行 価 格 341,000（注１）

資本組入額 発行価格×0.5 

発 行 価 格 341,000（注１）

資本組入額  発行価格×0.5 

新株予約権の行使の条件 (注)４ (注)４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ (注)４ 

調整後新株発行株式数＝ 
調整前新株発行株式数×調整前新株発行価額 

調整後新株発行価額 

調整後新株発行価額＝調整前新株発行価額× 
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×1株当たり払込金額 

分割・新規株発行前の株価 

  既発行株式数＋分割・新規発行による増加株数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） １．有償第三者割当増資：発行価格50,000円、資本組入額50,000円 

２．有償第三者割当増資：発行価格50,000円、資本組入額50,000円 

３．株式分割：１株を2.5株に分割 

４．有償第三者割当増資：発行価格500,000円、資本組入額250,000円 

５．新株引受権付社債の新株引受権の権利行使による増加：発行価格20,000円、資本組入額10,000円 

６．新株引受権付社債の新株引受権の権利行使による増加：発行価格20,000円、資本組入額10,000円 

７．新株引受権付社債の新株引受権の権利行使による増加：発行価格20,000円、資本組入額10,000円 

８．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

  発行価格  2,760,000円 

資本組入額 1,062,500円 

払込金総額 2,760,000千円 

９．株式分割：１株を３株に分割 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
(株) 

発行済株式総
数残高 
（株） 

資本金増減額 

（千円） 

資本金残高 

（千円） 

資本準備金増
減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成12年3月28日 

(注)1 
400 2,000 20,000 100,000 － － 

平成13年12月28日 

(注)2 
2,000 4,000 100,000 200,000 － － 

平成15年12月31日 

(注)3 
6,000 10,000 － 200,000 － － 

平成16年3月9日 

(注)4 
500 10,500 125,000 325,000 125,000 125,000 

平成16年3月31日 

(注)5 
4,500 15,000 45,000 370,000 45,450 170,450 

平成16年4月12日 

(注)6 
250 15,250 2,500 372,500 2,550 173,000 

平成16年4月16日 

(注)7 
1,500 16,750 15,000 387,500 15,300 188,300 

平成16年８月18日 

(注)8 
1,000 17,750 1,062,500 1,450,000 1,697,500 1,885,800 

平成17年５月20日 

(注)9 
35,500 53,250 － 1,450,000 － 1,885,800 



(4）【所有者別状況】 

(5）【大株主の状況】 

  平成17年12月31日現在 

区分 

株式の状況 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数

（人） 
－ 8 15 58 12 － 2,830 2,923 － 

所有株式数

（株） 
－ 1,217 642 11,828 1,311 － 38,252 53,250 － 

所有株式数

の割合

（％） 

－ 2.3 1.2 22.2 2.5 － 71.8 100.0 － 

  平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

白木 学 神奈川県大和市中央林間３－２８－２２ 22,950 43.1

株式会社シンクテック 神奈川県大和市中央林間３－２８－２２ 11,070 20.8 

白木 秀子 神奈川県大和市中央林間３－２８－２２ 2,127 4.0 

TSUNAMI2000-1号投資事業組

合 業務執行組合員 株式会

社ツナミネットワークパート

ナーズ 

神奈川県横浜市港北区新横浜３－６－１ 1,288 2.4 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－１０ 795 1.5 

エイチエスビーシーファンド

サービシィズクライアントア

カウント００６ 

常任代理人 香港上海銀行東

京支店 

東京都中央区日本橋３－１１－１ 481 0.9 

野田 幹雄 神奈川県厚木市恩名１２３９ 300 0.6 

アイルランドスペシャルジャ

スディックレンディングアカ

ウント 

常任代理人 株式会社みずほ

コーポレート銀行 

東京都中央区日本橋兜町６－７  274 0.5 

平野 紀光 
神奈川県座間市広野台１－１－３０－６１

１ 
225 0.4 

シコー技研従業員持株会 神奈川県大和市下鶴間３８５４－１ 199 0.4 

計 － 39,709 74.6 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成17年12月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

53,250 
 53,250 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数  53,250 － － 

総株主の議決権 －  53,250 － 

  平成17年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合計
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 
（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

   ① 平成16年3月29日定時株主総会決議の新株予約権 

（注）１．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、株数は

次の算式により調整します。 

２．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、発行価

額は次の算式により調整します。 

３．新株予約権の行使の条件および新株予約権の譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権者が権利行使をするにあたっては、全部又は一部を行使することが出来ます。ただし１

個の新株予約権をさらに分割して行使することは出来ません。 

(2）新株予約権者は、権利行使時において当社の取締役又は従業員である場合に限り新株予約権を行使

することが出来ます。ただし、任期満了による退社、定年退職その他正当な理由の有る場合並びに相

続により新株予約権を取得した場合は新株予約権を行使することが出来ます。 

(3）新株予約権行使日の前日の東京証券取引所における当社普通株式の終値が１株当たりの払込価額の

1.5倍以上であることを要します。 

(4）新株予約権者は、当社普通株式が証券取引所において上場又は店頭登録された場合に限り、新株予

約権を行使することが出来ます。 

(5）新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要します。 

(6）その他の条件は、平成16年３月29日開催の定時株主総会及び平成16年３月29日開催の取締役会決議

に基づき、当社と対象従業員との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定めるところによりま

す。 

    ② 平成17年3月25日定時株主総会決議の新株予約権  

決議年月日 平成16年3月29日 

付与対象者の区分及び人数 従業員 39名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 261株 

新株予約権の行使時の払込金額 166,667円 

新株予約権の行使期間 平成18年4月1日から平成23年3月31日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３ 

調整後新株発行株式数＝ 
調整前新株発行株式数×調整前新株発行価額 

調整後新株発行価額 

調整後新株発行価額＝調整前新株発行価額×
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×1株当たり払込金額 

分割・新規株発行前の株価 

 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株数 

決議年月日 
株主総会平成17年3月25日 

取締役会平成18年3月17日 

付与対象者の区分及び人数 従業員 52名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 100株 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）１ 

新株予約権の行使期間 平成19年4月1日から平成24年3月31日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 



（注）１．新株予約権の行使時の払込金額は、最初の新株予約権の発行日の属する月の前月の各日（取引が成立

しない日を除く）における東京証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた

金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その価額が当該発行終値（取引が成立しない場合

は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

   ２．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、株数は

次の算式により調整します。 

３．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、発行価

額は次の算式により調整します。 

４．新株予約権の行使の条件および新株予約権の譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権者は、権利行使時において当社の取締役、監査役又は従業員である場合に限り新株予約

権を行使することが出来ます。ただし、任期満了による退社、定年退職その他正当な理由の有る場合

並びに相続により新株予約権を取得した場合は新株予約権を行使することが出来ます。 

(2）新株予約権行使日の前日の東京証券取引所における当社普通株式の終値が１株当たりの払込価額の

1.5倍以上であることを要します。 

(3）新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要します。 

(4）その他の条件は、平成17年３月25日開催の定時株主総会及び平成18年3月17日開催の取締役会決議

に基づき、当社と対象取締役、監査役及び従業員との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定め

るところによります。 

調整後新株発行株式数＝ 
調整前新株発行株式数×調整前新株発行価額 

調整後新株発行価額 

調整後新株発行価額＝調整前新株発行価額×
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×1株当たり払込金額 

分割・新規株発行前の株価 

 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株数 



     ③ 平成18年3月24日定時株主総会決議の新株予約権  

（注）１．新株予約権の行使時の払込金額は、最初の新株予約権の発行日の属する月の前月の各日（取引が成立

しない日を除く）における東京証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた

金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その価額が当該発行終値（取引が成立しない場合

は、それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。 

   ２．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、株数は

次の算式により調整します。 

３．当社が株式分割等により分割・新規発行前の株価を下回る払込価額で新株を発行するときは、発行価

額は次の算式により調整します。 

４．新株予約権の行使の条件および新株予約権の譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権者は、権利行使時において当社の従業員である場合に限り新株予約権を行使することが

出来ます。ただし、任期満了による退社、定年退職その他正当な理由の有る場合並びに相続により新

株予約権を取得した場合は新株予約権を行使することが出来ます。 

(2）新株予約権行使日の前日の東京証券取引所における当社普通株式の終値が１株当たりの払込価額の

1.5倍以上であることを要します。 

(3）新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要します。 

(4）その他の条件は、平成17年３月25日開催の定時株主総会及び今後開催の取締役会決議に基づき、当

社と対象取締役、監査役及び従業員との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定めるところによ

ります。 

      ④ 平成18年3月24日定時株主総会決議の新株予約権  

（注）１．新株予約権の行使の条件および新株予約権の譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1）新株予約権者は、当社の取締役を退任した日の翌日（以下「権利行使開始日」という。）から10日

決議年月日 平成18年3月24日 

付与対象者の区分及び人数 従業員を対象 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 200株を限度 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）１ 

新株予約権の行使期間 平成20年4月1日から平成25年3月31日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 

調整後新株発行株式数＝ 
調整前新株発行株式数×調整前新株発行価額 

調整後新株発行価額 

調整後新株発行価額＝調整前新株発行価額×
既発行株式数＋ 

新規発行株式数×1株当たり払込金額 

分割・新規株発行前の株価 

 既発行株式数＋分割・新規発行による増加株数 

決議年月日 平成18年3月24日 

付与対象者の区分及び人数 取締役を対象 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 50株を限度 

新株予約権の行使時の払込金額 １円 

新株予約権の行使期間 平成18年4月1日から平成38年4月30日まで 

新株予約権の行使の条件 （注）１ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）１ 



を経過するまでの間に限り新株予約権を行使できる。 

(2）上記(1)にかかわらず、新株予約権者は以下に定める場合、それぞれに定める期間内に限り新株予

約権を行使できる。 

 ① 新株予約権者が平成38年3月31日までに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成38年4月1日

から平成38年4月30日までとする。 

 ② 当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または当社が

完全子会社となる株式交換契約書の承認の議案もしくは株式移転の議案につき当社株主総会で

承認された場合、その承認日の翌日から10日間とする。 

 ③ 新株予約権者が死亡した場合、その相続人は新株予約権者が死亡退任した日の翌日から3ヶ月

間とする。 

(3）新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要します。 

(4）その他の条件は、平成18年３月24日開催の定時株主総会及び今後開催の取締役会決議に基づき、当

社と対象取締役との間で締結した「新株予約権割当契約書」に定めるところによります。 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、「達成した経済的な成果を貢献度に応じて平等に分配する」という社是のもと、現段階では企業価値を高

めることに重点を置き、そのことにより、株主、顧客、社員に成果の分配を行うことを基本方針としています。その

ためには、事業の拡大と経営基盤の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、配当をしてまいります。また、役

員・従業員には、必要数のストックオプションを実施してまいります。 

 平成18年12月期の配当につきましては、継続的に、１株当たり2,500円の配当を実施する予定であります。一時的

に配当性向は高まりますが、中長期的に配当性向を10％台としていきます。事業の拡大と経営基盤の強化のために必

要な内部留保につきましては、上海工場における製造能力の拡大及び内製化のための設備投資並びに開発、製造、管

理、営業に必要な人材への投資を行い、業績の一層の向上に努めることにより、業績の向上を目指し、株主の皆様に

多くの成果の配分が出来るように努力してまいります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

      なお、平成16年8月18日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

    ２．平成17年3月31日現在の株主に対して、普通株式1株につき3株の株式分割を実施しておりますが、□印は、

株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

３．第17期は決算期変更のため、平成13年4月1日から平成13年12月31日までの9ヶ月決算となっております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

  

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 

決算年月 平成13年３月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

最高（円） － － － － 5,730,000 
4,220,000 

 □   886,000 

最低（円） － － － － 2,930,000 
2,300,000 

 □   326,000 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 886,000 778,000 495,000 389,000 454,000 414,000 

最低（円） 621,000 452,000 326,000 330,000 350,000 349,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式
数 
（株） 

取 締 役 会     長 野田 幹雄 昭和9年12月20日生 

昭和32年 4月 株式会社横浜銀行入行 

昭和62年 6月 同社取締役国際審査部長 

平成元年 6月 同社常務取締役 

平成 5年 6月 同社専務取締役 

平成 7年 6月 株式会社浜銀総合研究所代表取締

役社長 

平成14年 6月 同社顧問 

平成16年 3月 当社取締役会長(現任) 

300 

代表取締役 社     長 白木 学 昭和22年10月10日生 
昭和47年 4月 株式会社セコー技研入社 

昭和60年 2月 当社代表取締役社長（現任） 
22,950 

取 締 役 

副社長関連会社

支援グループ担

当 

岸 透 昭和25年6月30日生 

昭和48年 4月 株式会社横浜銀行入行 

平成 2年 7月 横浜キャピタル株式会社出向 

平成 4年 6月 横浜キャピタル株式会社取締役営

業部長 

平成10年 8月 株式会社サンオータス監査役 

平成12年12月 当社監査役 

平成13年 7月 株式会社ツナミネットワークパー

トナーズ取締役（現任） 

平成15年 3月 当社取締役 

平成17年 3月 当社取締役副社長 

平成17年11月 当社取締役副社長関連会社支援グ

ループ担当（現任） 

6 

常務取締役 
管理グループ担

当 
大貫 篤志 昭和43年9月7日生 

平成 2年10月 監査法人トーマツ入所 

平成13年 1月 株式会社ツナミネットワークパー

トナーズ入社 

平成15年 3月 当社監査役 

平成16年 1月 当社取締役管理部担当 

平成17年 3月 当社常務取締役管理部担当 

平成17年11月 当社常務取締役管理グループ担当

兼常務執行役員管理グループ担当

（現任） 

5 

取 締 役 
関連会社支援グ

ループ担当  
鈴木 賢 昭和19年12月6日生 

昭和35年 4月 ソニー株式会社入社 

平成 4年 4月 ソニー幸田株式会社取締役 

平成11年 4月 上海索広電子有限公司総経理 

平成13年 4月 ソニー中国有限公司無錫プロジェ

クト総監 

平成14年 4月 同社EMSC-CHINA総裁兼索尼電子

（無錫）有限公司副董事長 

平成17年 4月 思考電機（上海）有限公司総経理

（現任） 

平成17年11月 当社執行役員関連会社支援グルー

プ担当 

平成18年 3月 当社取締役兼常務執行役員関連会

社支援グループ担当 

－ 

常勤監査役   下津 弘子 昭和22年3月26日生 

昭和40年 4月 寿屋入社経理部担当 

昭和60年 4月 当社入社経理部担当 

平成15年 3月 当社常勤監査役（現任） 

45 

監 査 役   長谷川 廣史 昭和23年5月4日生 

昭和44年 4月 尾関電子工業株式会社入社 

昭和49年 9月 長谷川電子機器研究所代表者 

昭和54年12月 有限会社マグニクス代表取締役 

平成15年 3月 当社監査役（現任） 

6 

 



（注）常務取締役白木秀子は、代表取締役社長白木学の配偶者であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式
数 
（株） 

監 査 役   岩田 輝正 昭和19年9月7日生 

昭和42年 4月 株式会社横浜銀行入行 

平成 8年 6月 株式会社浜銀総合研究所常務取締

役 

平成13年 6月 横浜信用保証株式会社常勤監査役 

平成16年10月 株式会社エコアース統括部長（現

任） 

平成18年 3月 当社監査役（現任） 

－ 

  計 23,312 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) 企業統治に関する基本的方針 

当社は、少人数・小集団体制を取っており、コーポレート・ガバナンスを強化することにより、健全な会社運営

を行うこととしております。 

(2) 企業統治の内容 

① 取締役会 

取締役会は、社内取締役と社外取締役で構成しております。社内、社外の取締役は、定時取締役会（月に1度

開催）及び臨時取締役会の全てに出席することとしております。また、社外取締役の役割として、監査役会が担

う企業統治の役割を積極的にサポートし、商法上の監査役会の役割を超える企業統治の役割を担うとともに、経

営に関する助言を行うこととしております。今後は、社外取締役を増強する予定です。 

② 監査役会 

監査役会は、社内監査役（常勤）と社外監査役で構成しております。社内、社外の監査役はともに定時取締役

会（月に1度開催）及び臨時取締役会の全てに出席し、取締役会について商法上の監査役会の役割において、企

業統治の役割を担うこととしております。 

③ 内部監査 

内部監査につきましては、少人数・小集団体制である当社の内部統制上、重要な役割であると認識しておりま

す。この内部監査を行う部門としては、経営企画室がその任に当たり、経営企画室の監査については、管理本部

担当役員が行うこととしております。内部監査の実施につきましては、当社のみならず、当社グループを対象と

して行っております。 

④ 執行役員制度 

当社は、執行役員制度を導入しております。全ての部門には、部長の上席として執行役員及び担当取締役を配

置しました。このことにより、取締役会での決定事項を担当取締役が執行役員に伝達し、業務の執行状況を担当

取締役に報告することにより、取締役会での経営方針決定が正しく行える体制を整えております。 

⑤ 社長室 

社長室では、弁護士・公認会計士・税理士とのコンタクトを取り、企業統治に関する専門家の意見を取り入れ

るようにしております。 

⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係  

当社は、社外取締役１名、社外監査役２名を選任しておりますが、社外取締役は当社株式を300株保有してお

り、また、社外監査役２名のうち１名は、当社株式を６株保有しております。この他に個人としてまたそれらが

取締役又は監査役に就任する会社と当社との間には特別の利害関係はございません。  

⑦ 会計監査の状況   

 当社は、証券取引法に基づく監査基本契約を監査法人トーマツと締結しておりますが、同監査法人及び当社監

査役に従事する監査法人の業務執行社員及びその監査従事者と当社の間には特別の利害関係はございません。 

 ・業務を遂行した公認会計士の氏名及び所属監査法人名 

   浅枝 芳隆（監査法人トーマツ） 

   三宅 秀夫（監査法人トーマツ） 

 ・監査法人に係る補助者の構成 

 公認会計士２名、会計士補５名 

(3) 役員報酬の内容 

当社の平成17年12月期おける役員報酬の内容は以下のとおりであります。 

社内取締役 44,000千円 

社外取締役  3,600千円 

社内監査役  3,000千円 

社外監査役   －千円 

(4) 監査報酬の内容 

当社の平成17年12月期における監査報酬の内容は以下のとおりであります。 

監査契約に基づく監査証明に係る報酬 16,200千円 

それ以外の報酬            3,000千円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30

日内閣府令第5号）附則第2項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30

日内閣府令第5号）附則第2項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年1月1日から平成16年12月31日まで）

及び第20期事業年度（平成16年1月1日から平成16年12月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年1月1日から平成

17年12月31日まで）及び第21期事業年度（平成17年1月1日から平成17年12月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表

について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金   1,438,445 2,108,309 

２．受取手形及び売掛金 ※3 1,169,464 1,219,393 

３．たな卸資産   1,141,116 1,012,985 

４．未収還付消費税等   59,451 52,932 

５．デリバティブ資産   － 268,807 

６．繰延税金資産   49,386 164,563 

７．その他   64,012 4,868 

貸倒引当金   △2,646 － 

流動資産合計   3,919,231 47.8 4,831,860 42.2

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産     

(1)建物及び構築物   735,006 863,417   

減価償却累計額   △129,231 605,774 △201,479 661,938 

(2)機械装置及び運搬具   2,664,402 4,190,468   

減価償却累計額   △205,844 2,458,557 △546,237 3,644,230 

(3)工具器具及び備品   457,357 862,152   

減価償却累計額   △279,033 178,323 △418,114 444,038 

(4)土地   186,723 186,723 

(5)建設仮勘定   538,616 1,077,068 

有形固定資産合計   3,967,995 48.4 6,013,998 52.5

２．無形固定資産     

その他   78,077 93,445 

無形固定資産合計   78,077 1.0 93,445 0.8

 



    
前連結会計年度 

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産         

(1)投資有価証券   5,006 161,561 

(2)繰延税金資産   26,988 7,610 

(3)その他 ※1  196,903 348,950 

投資その他の資産合計   228,898 2.8 518,123 4.5

固定資産合計   4,274,971 52.2 6,625,567 57.8

資産合計   8,194,202 100.0 11,457,428 100.0 

      

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．買掛金   742,789 687,551 

２．短期借入金   100,000 2,450,000 

３．1年内返済予定長期借入金   625,937 583,260 

４．1年内償還予定社債   40,000 40,000 

５．未払金   384,018 383,109 

６．未払法人税等   647,703 17,836 

７．繰延ヘッジ利益   － 268,807 

８．賞与引当金   1,694 2,042 

９．その他   212,786 155,130 

流動負債合計   2,754,930 33.6 4,587,738 40.0

 



    
前連結会計年度 

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債     

１．社債   270,000 230,000 

２．長期借入金   789,689 2,866,435 

３．退職給付引当金   8,854 9,934 

４．その他   75,912 176,280 

固定負債合計   1,144,456 14.0 3,282,650 28.7

負債合計   3,899,387 47.6 7,870,388 68.7

      

（少数株主持分）     

少数株主持分   － － － －

      

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※2 1,450,000 17.7 1,450,000 12.7

Ⅱ 資本剰余金   1,885,800 23.0 1,885,800 16.4

Ⅲ 利益剰余金   1,132,385 13.8 114,297 1.0

Ⅳ 為替換算調整勘定   △173,369 △2.1 136,942 1.2

資本合計   4,294,815 52.4 3,587,040 31.3

負債、少数株主持分及び資本
合計 

  8,194,202 100.0 11,457,428 100.0 

      



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％）

Ⅰ 売上高   7,724,062 100.0 4,191,245 100.0 

Ⅱ 売上原価   4,312,151 55.8 4,881,901 116.5

売上総利益（損失△）   3,411,911 44.2 △690,656 △16.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1.2 963,752 12.5 1,153,462 27.5

営業利益（損失△）   2,448,159 31.7 △1,844,118 44.0

Ⅳ 営業外収益     

１.受取利息   874 2,811   

２.受取配当金   13 100   

３.スクラップ売却益   1,695 －   

４.新株予約権戻入益   800 －   

５.貸倒引当金戻入益   1,246 2,646   

６.為替差益   － 506,073   

７.受取開発費負担金   － 500,000   

８.その他   3,208 7,838 0.1 13,201 1,024,833 24.5

Ⅴ 営業外費用     

１．支払利息   55,141 60,591   

２．債権譲渡損   － 15,206   

３．シンジケートローン手数料   － 60,200   

４．社債発行差金償却   140 －   

５.新株発行費償却   18,919 －   

６．為替差損   118,988 －   

７．社債発行費償却   － －   

８．その他   4,412 197,602 2.6 33,736 169,733 4.0

経常利益（損失△）   2,258,394 29.2 △989,019 △23.6

Ⅵ 特別利益     

１．固定資産売却益 ※3 － － － 16,045 16,045 0.4

Ⅶ 特別損失     

１．工場稼動準備費   319,612 －   

２．固定資産売却損 ※4 － 319,612 4.1 12,072 12,072 0.3

税金等調整前当期純利益
（損失△） 

  1,938,781 25.1 △985,045 23.5

法人税、住民税及び事業税   946,510 2,340   

過年度法人税等   － 37,750   

法人税等調整額   △32,379 914,130 11.8 △95,799 △55,708 1.3

当期純利益（損失△）   1,024,651 13.3 △929,337 △22.2

     



③【連結剰余金計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高   －   1,885,800

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１．第三者割当増資による新株
の発行 

  1,822,500 － 

２．新株引受権の行使による新
株の発行 

  62,500 － 

３．新株引受権からの振替   800 1,885,800 － －

Ⅲ 資本剰余金期末残高   1,885,800   1,885,800

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   127,733   1,132,385

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１．当期純利益   1,024,651 1,024,651 － －

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１．配当金   20,000 88,750 

２．当期純損失   － 20,000 929,337 1,018,087

Ⅳ 利益剰余金期末残高   1,132,385   114,297

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前当期純利益   1,938,781 △985,045 

減価償却費   163,754 497,577 

貸倒引当金の増減額（減少△）   234 △2,646 

賞与引当金の増減額（減少△）   47,121 348 

退職給付引当金の増減額（減少△）   2,872 1,079 

受取利息及び受取配当金   △887 △2,911 

支払利息   55,141 60,591 

為替差損益（差益△）   22,261 △143,437 

社債発行差金償却   140 － 

新株発行費償却   18,919 － 

新株引受権戻入益   △800 － 

有形固定資産売却益   △120 △16,045 

有形固定資産売却損   － 12,072 

売上債権の増減額（増加△）   395,965 106,257 

たな卸資産の増減額（増加△）   △655,271 224,350 

仕入債務の増減額（減少△）   116,189 △436,324 

未収消費税等の増減額（増加△）   △12,387 6,519 

その他資産の増減額（増加△）   79,430 428,062 

その他負債の増減額（減少△）   1,437 309,086 

小計   2,172,783 59,533 

利息及び配当金の受取額   887 3,590 

利息の支払額   △54,257 △59,678 

法人税等の支払額   △424,024 △683,147 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,695,389 △679,701 

 



    
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の預入による支出   △62,176 △299,028 

定期預金の払戻による収入   10,600 － 

有形固定資産の取得による支出   △2,646,920 △2,860,894 

有形固定資産の売却による収入   5,564 52,845 

無形固定資産の取得による支出   △25,367 △3,830 

関係会社株式の取得による支出   △7,249 － 

投資有価証券の取得による支出   － △156,555 

その他投資の増減額（増加△）   △84,043 △92,572 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △2,809,595 △3,360,036 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の増減額（減少△）   △797,600 2,350,000 

長期借入れによる収入   840,000 2,800,000 

長期借入金の返済による支出   △796,191 △732,597 

社債の償還による支出   △42,500 △40,000 

高度化資金協調融資の返済による支
出 

  △268,616 － 

株式の発行による収入   3,116,080 － 

配当金の支払額   △20,000 △88,750 

財務活動によるキャッシュ・フロー   2,031,172 4,288,652 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △35,518 121,920 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
 （減少△） 

  881,447 370,834 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   481,300 1,362,747 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※  1,362,747 1,733,582 

      



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 2社 

連結子会社の名称 

上海思考電子有限公司 

思考電機（上海）有限公司 

(1) 連結子会社の数 2社 

同 左 

      

  (2) 非連結子会社の名称 

 思考技研（香港）有限公司 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため

であります。 

(2) 非連結子会社の名称 

同 左 

（連結の範囲から除いた理由） 

同 左 

      

２．持分法の適用に関する事項 (1) 持分法適用の非連結子会社の数 

 持分法適用の非連結子会社はあ

りません。 

(1) 持分法適用の非連結子会社の数 

同 左 

  (2) 持分法を適用しない非連結子会社 

 思考技研（香港）有限公司 

 持分法を適用しない非連結子

会社は、当期純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体として重要性が

ないため持分法の適用範囲から

除外しております。 

(2) 持分法を適用しない非連結子会社 

同 左 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

すべての連結子会社の事業年度の

末日は連結決算日と一致しておりま

す。 

同 左 

      

４．会計処理基準に関する事項 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

同 左 

  ②  ────── 

  

② デリバティブ 

  時価法 

  

  ③ たな卸資産 

製品、材料、仕掛品 

総平均法による原価法 

③ たな卸資産 

製品、材料、仕掛品 

同 左 

      

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

① 有形固定資産 

 当社は、定率法（ただし、建物

（建物付属設備を除く）は定額法）

を採用し、在外連結子会社は定額法

を採用しております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

① 有形固定資産 

同 左 

      

  （主な耐用年数） 

建物及び構築物   5年～38年 

機械装置及び運搬具 4年～11年 

工具器具及び備品  2年～11年 

（主な耐用年数） 

同 左 

      

  

② 無形固定資産 

定額法 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

自社利用のソフトウェア 5年 

土地使用権       50年 

② 無形固定資産 

同 左 

      

      

  (3) 重要な繰延資産の処理方法 

① 社債発行差金 

商法が規定する社債償還期限（5

年）で均等額を償却しております。 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

① 社債発行差金 

     ────── 

      

  ② 新株発行費 

 支出時に全額費用で処理しており

ます。 

② 新株発行費 

        ────── 

      

  (4) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等の特定の

債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(4) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同 左 

      

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  ② 賞与引当金 

 当社は、従業員に対する賞与の支

給に備えるため、支給見込額のうち

当連結会計年度の負担に属する部分

を計上しております。 

② 賞与引当金 

同 左 

      

  ③ 退職給付引当金 

 当社は、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末における

退職給付債務に基づき、当連結会計

年度に発生したと認められる額を計

上しております。 

③ 退職給付引当金 

同 左 

      

  (5) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

      

  外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社の資産及び負債

は連結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換算差額に

ついては、資本の部における為替換算

調整勘定に含めて計上しております。 

同 左 

      

  (6)        ────── (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  

イ ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理 

  

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 … 直物為替先渡取引

  ヘッジ対象 … 製品輸入による外

貨建予定取引 

ハ ヘッジ方針 

   為替リスクの低減のため、対  

  象予定取引の範囲内でヘッジを  

  行っております。 

  

ニ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして判

断しております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  (7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

      

  イ 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

イ 消費税等の会計処理 

同 左 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

同 左 

      

６．利益処分項目等の取扱いに

関する事項 

 連結会計年度中に確定した利益処分

又は損失処理に基づいて作成しており

ます。 

同 左 

      

７．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

同 左 

      



表示方法の変更 

追加情報 

前連結会計年度 
（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

 前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表

示しておりました「貸倒引当金戻入益」は、営業外収益の

総額の100分の10を超えたため区分掲記いたしました。 

 なお、前連結会計年度における「貸倒引当金戻入益」は

2,437千円であります。 

           ────── 

前連結会計年度 
（自 平成16年 1月 1日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年 1月 1日 
至 平成17年12月31日） 

          ──────  「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第9号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月1日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年2月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。この結果、販売費及び一般管理費が7,005

千円増加し、営業利益、経常利益、税金等調整前当期純

利益が、同額減少しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

※1.非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

※1.非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

 その他（出資金）            7,249千円  その他（出資金）            7,249千円 

※2.発行済株式総数      普通株式 17,750株 ※2.発行済株式総数      普通株式 53,250株 

※3.期末日満期手形 ※3.期末日満期手形 

 期末日満期日手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理をしております。なお、当期末日が金

融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末

残高に含まれております。 

 期末日満期日手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理をしております。なお、当期末日が金

融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末

残高に含まれております。 

  受取手形              9,213千円  受取手形               10,748千円  

4.         ──────  

  

  

  

  

4． 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行  

 11行と貸出コミットメント契約を締結しております。 

  これら契約に基づく当連結会計期間末の借入未実行 

 残高は次のとおりであります。 

     

  貸出コミットメントの金額      4,800,000千円  

  借入実行残高            4,100,000千円  

  
差引額                700,000千円 

  

  

<財務制限条項> 

上記、貸出コミットメント契約には以下の財務制限条項が

ついており、各年度の決算期末日において、下記の条件を

充足することを確約しております。  

  （1）経常損益で2期連続で損失計上しないこと。  

  

（2）連結貸借対照表資本の部の金額を、平成16年12月末

の連結貸借対照表資本の部の金額の80%もしくは75%以

上に維持すること。  



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※1.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※1.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

    

運賃 155,800千円 

給与・賞与  277,315 

賞与引当金繰入額 1,694 

退職給付費用  2,872 

減価償却費  29,290 

研究開発費  114,449 

運賃    83,779千円 

給与・賞与   210,307 

賞与引当金繰入額      2,042 

退職給付費用       1,324 

減価償却費        43,042 

研究開発費         163,933 

※2.一般管理費に含まれる研究開発費  114,449千円 ※2.一般管理費に含まれる研究開発費  163,933千円 

         

※3.        ────── ※3.固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  工具器具及び備品 15,048千円 

  その他        996千円 

  計        16,045千円 

※4.        ────── ※4.固定資産売却損の内容は次のとおりであります。   

  工具器具及び備品 11,508千円 

  その他        564千円 

  計             12,072千円 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成16年12月31日現在） （平成17年12月31日現在） 

（千円） （千円） 

現金及び預金勘定  1,438,445 

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △75,697 

現金及び現金同等物  1,362,747 

現金及び預金勘定 2,108,309 

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △374,726 

現金及び現金同等物 1,733,582 

    



（リース取引関係） 

  該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

有価証券 

１．時価のない主な有価証券の内容 

  

前連結会計年度 
（平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

(１）子会社株式及び関連会社株式     

 その他出資金 7,249 7,249 

 合計 7,249 7,249 

(２）その他有価証券     

 非上場株式 5,006 161,561 

 合計 5,006 161,561 



（デリバティブ取引関係） 

 ２．取引の時価等に関する事項 

   前連結会計年度（自 平成16年1月1日 至 平成16年12月31日） 

   該当事項はありません。 

   当連結会計年度（自 平成17年1月1日 至 平成17年12月31日） 

   該当事項はありません。 

   なお、直物為替先渡取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用いたしておりますので、注記の対象から除いてお

   ます。 

 １．取引の状況に関する事項  

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

          ────── 

  

(1）利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では直物

為替先渡取引であります。 

  

  

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリス

ク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。 

  

  

(3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、通貨関連では製品輸入による

外貨建予定取引の為替変動リスクを回避し、安定的な

利益の確保を図る目的で利用しております。 

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

  

  

 ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

 ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 … 直物為替先渡取引 

ヘッジ対象 … 製品輸入による外貨建予定取引 

ヘッジ方針 

 為替リスクの低減のため、外貨建予定取引の範囲内

でヘッジを行っております。 

ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

  

  

 (4）取引に係るリスクの内容 

   直物為替先渡取引は為替相場の変動によるリスクを

  有しております。 

   なお、取引相手先は高格付けを有する金融機関に限

  定しているため信用リスクはほとんどないと認識して 

  おります。 

  

  

 (5）取引に係るリスク管理体制 

   デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

  限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

  担当部門が決済担当者の承認を得て行っております。 

  

  

 (6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

   取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

  あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約 

  額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体が 

  デリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではあ 

  りません。 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社グループは、当社において退職金支給規程に基づく社内積立の退職一時金制度を設けております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。 

  
前連結会計年度 

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

退職給付債務（千円） 8,854 9,934 

退職給付引当金（千円） 8,854 9,934 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

退職給付費用（千円） 2,872 1,324 

勤務費用（千円） 2,872 1,324 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  （千円）

（繰延税金資産）   

棚卸資産評価引当金 16,813 

賞与引当金 688 

未払事業税 48,622 

一括償却資産償却超過額 3,943 

退職給付引当金限度超過額 3,359 

連結会社間未実現利益の消去 19,685 

繰越欠損金 112,375 

その他 74 

繰延税金資産小計 205,563 

評価性引当額 △129,188 

繰延税金資産合計 76,374 

  （千円）

（繰延税金資産）   

棚卸資産評価引当金 5,058 

賞与引当金 830 

未払事業税 1,423 

一括償却資産償却超過額 5,526 

退職給付引当金限度超過額 3,917 

連結会社間未実現利益の消去 20,329 

繰越欠損金 468,138 

その他 98 

繰延税金資産小計 505,322 

評価性引当額 △331,315 

繰延税金資産合計 172,173 

（繰延税金負債）   

連結会社間未実現利益の消去 1,833 

繰延税金資産の純額 172,174 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  （％） 

法定実効税率 42.0 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2 

住民税均等割額 0.1 

留保金課税 4.1 

繰越欠損金 0.5 

未実現利益の消去等連結調整 △1.1 

本邦と所在地との税率差 0.4 

その他 0.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.1 

  （％） 

法定実効税率 40.6 

（調整）   

 交際費等永久に損金に算入されない項目 △0.2 

住民税均等割額 △0.2 

法人税等修正申告 3.0 

繰越欠損金 △21.9 

未実現利益の消去等連結調整 4.9 

本邦と所在地との税率差 △12.6 

その他 0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 13.9 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年1月1日 至平成16年12月31日） 

当社グループは、同一セグメントに属する各種モータ応用電子部品の開発、製造及び販売を専業としてお

ります。したがって、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成17年1月1日 至平成17年12月31日） 

当社グループは、同一セグメントに属する各種モータ応用電子部品の開発、製造及び販売を専業としてお

ります。したがって、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年1月1日 至平成16年12月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近隣度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア…中華人民共和国 

当連結会計年度（自平成17年1月1日 至平成17年12月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近隣度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア…中華人民共和国 

  
日本 
（千円） 

アジア 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益           

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高 6,651,850 1,072,212 7,724,062 － 7,724,062 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 4,141,904 4,141,904 (4,141,904) － 

計 6,651,850 5,214,116 11,865,966 (4,141,904) 7,724,062 

営業費用 4,821,020 4,799,232 9,620,253 (4,344,349) 5,275,903 

営業利益 1,830,829 414,884 2,245,713 202,445 2,448,159 

Ⅱ．資産 8,475,865 5,939,034 14,414,900 (6,220,697) 8,194,202 

  
日本 
（千円） 

アジア 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益           

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高 3,639,021 552,223 4,191,245 － 4,191,245 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 3,969,837 3,969,837 (3,969,837) － 

計 3,639,021 4,522,061 8,161,082 (3,969,837) 4,191,245 

営業費用 4,273,531 5,624,205 9,897,736 (3,862,372) 6,035,363 

営業利益 △634,510 △1,102,143 △1,736,654 (107,464) △1,844,118 

Ⅱ．資産 11,141,525 7,345,905 18,487,430 (7,030,002) 11,457,428 



【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年1月1日 至平成16年12月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

（１） アジア…中華人民共和国、マレーシア、大韓民国 

（２） 欧州…ドイツ、スウェーデン、フランス、フィンランド、スイス、ハンガリー、イギリス 

（３） 南米…ブラジル 

（４） 北米…アメリカ、メキシコ、カナダ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当連結会計年度（自平成17年1月1日 至平成17年12月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

（１） アジア…中華人民共和国、マレーシア、大韓民国 

（２） 欧州…ドイツ、スウェーデン、フランス、フィンランド、スイス、ハンガリー、イギリス 

（３） 南米…ブラジル 

（４） 北米…アメリカ、メキシコ、カナダ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  アジア 欧州 南米 北米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高 

（千円） 
2,868,773 988,400 312,959 65,170 51,460 4,286,764 

Ⅱ 連結売上高 

（千円） 
－ － － － － 7,724,062 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
37.1 12.8 4.1 0.8 0.7 55.5 

  アジア 欧州 南米 北米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高 

（千円） 
2,305,327 220,332 283,228 56,154 54,293 2,919,337 

Ⅱ 連結売上高 

（千円） 
－ － － － － 4,191,245 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
55.0 5.3 6.8 1.3 1.3 69.7 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年1月1日 至平成16年12月31日） 

(1) 子会社等 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高のうち課税取引に係わる残高には消費

税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

製品の販売につきましては、一般の取引条件と同様に決定しております。 

当連結会計年度（自平成17年1月1日 至平成17年12月31日） 

(1) 子会社等 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高のうち課税取引に係わる残高には消費

税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

製品の販売につきましては、一般の取引条件と同様に決定しております。 

  

    (2) 役員が議決権の過半数を実質的に保有する会社 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

    ２．取引条件及び取引条件等の決定方針等 

      原価に適正利潤を乗せた金額と他社からの見積りを比較し、取引金額を決定しております。また、取引条件 

     につきましては、一般の取引条件と同様に決定しております。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千HK$) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

子会社 

思考技

研 (香

港)有限

公司 

中国

香港 
500 

一般貿易

販売業 

(所有) 

直接 

99.9 

役員 

 2人 

当社製品

の販売 

当社製品

の販売 
831,493 売掛金 144,803 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千HK$) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

子会社 

思考技

研 (香

港)有限

公司 

中国

香港 
500 

一般貿易

販売業 

(所有) 

直接 

99.9 

役員 

 2人 

当社製品

の販売 

当社製品

の販売 
1,021,723 売掛金 237,603 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

役員及び

個人株主

等 

株式会社

ソーイ 

大和

市中

央林

間 

10,000 
サービス

業 

(所有) 

直接 － 
役員2人 開発委託 

業務委託

料の支払 
66,539 未払金 5,956 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額 241,961.43円 

１株当たり当期純利益金額 66,457.99円 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
66,103.17円 

  

１株当たり純資産額        67,362.25円 

１株当たり当期純損失金額        17,452.35円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期

純損失であるため、記載しておりません。 

    

    

    

   当社は平成17年5月20日付で株式1株につき3株の株式分

 割を行っております。 

  なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場 

 合の前連結会計年度における1株当たり情報は、それぞれ

 以下のとおりであります。 

１株当たり純資産額  80,653.81円  

１株当たり当期純利益金額 22,152.66円  

潜在株式調整後１株当たり当期

利益金額 
22,034.39円  

  
前連結会計年度 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

1株当たり当期純利益金額     

当期純利益（損失△）（千円） 1,024,651 △929,337 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金） － － 

普通株式に係る当期純利益（損失△）（千円） 1,024,651 △929,337 

期中平均株式数（株） 15,418 53,250 

      

潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（千円） － － 

 普通株式増加額（株） 83 － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

            － 新株予約権2種類 

新株予約権の数 3,800個 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

株式分割（平成17年5月20日付をもって、普通株式1株を

3株に分割する。）による新株を発行することを平成17

年2月14日開催の取締役会において決議いたしました。 

──────  

 ① 分割により増加する株式数 

普通株式とし、平成17年3月31日の最終の発行済 

    株式数に2を乗じた株数 

 ② 分割方法 

   平成17年3月31日の最終の株主名簿及び実質株主 

   名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を1 

   株につき3株の割合をもって分割する。 

 ③ 配当起算日 

   平成17年1月1日 

  

  

  

  

   

  

   

  

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

連結会計年度における1株当たり情報及び当期首に行わ

れたと仮定した場合の当連結会計年度における1株当た

り情報は、それぞれ以下のとおりであります。 

前連結会計年度 当連結会計年度 

1株当たり純資産額 

      8,435.37円 

1株当たり純資産額 

      80,653.81円

1株当たり当期純利益金額 

      13,329.99円 

1株当たり当期純利益金額

       22,152.66円

  

潜在株式調整後1株当たり

当期利益金額 

       22,034.39円

  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

当社 第４回無担保社債 平成15年2月25日 100,000 100,000 0.710 無担保 平成20年2月25日 

当社 第５回無担保社債 平成15年2月25日 50,000 50,000 0.650 無担保 平成20年2月25日 

当社 第６回無担保社債 平成15年9月30日 
160,000 

(40,000) 

120,000 

(40,000) 

0.930 

  
無担保 平成20年9月30日 

合計 － － 
310,000 

 (40,000) 

270,000 

 ( 40,000) 
－ － － 

１年以内 
（千円） 

１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

40,000 40,000 190,000 － － 



【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予

定額は以下のとおりであります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 100,000 2,450,000 0.6 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 625,937 583,260 2.00 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のも

のを除く。） 
789,689 2,866,435 1.36 

平成19年～平成 

21年 

その他の有利子負債 － － － － 

計 1,515,626 5,899,695 － － 

  
１年超２年以内
（千円） 

２年超３年以内
（千円） 

３年超４年以内
（千円） 

４年超５年以内
（千円） 

長期借入金 727,050 708,188 651,159 420,038 



(2）【その他】 

① 決算日後の状況 

 特記事項はありません。 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金   1,265,561 1,937,139 

２．受取手形 ※3 80,703 71,551 

３．売掛金 ※2 725,979 970,753 

４．製品   242,689 278,420 

５．原材料   67,038 33,983 

６．前払費用   2,523 13,039 

７．繰延税金資産   49,386 164,563 

８．未収入金 ※3 2,407,699 2,838,884 

９．未収還付消費税等   59,451 52,932 

10．関係会社短期貸付金   391,709 91,709 

11．デリバティブ資産   － 268,807 

12．その他   4,257 184,169 

貸倒引当金   △2,646 － 

流動資産合計   5,294,354 62.5 6,905,954 62.0

Ⅱ 固定資産     

(1)有形固定資産     

１．建物   179,700 180,379   

減価償却累計額   26,449 153,251 31,753 148,625 

２．構築物   57,752 57,752   

減価償却累計額   27,735 30,016 31,012 26,739 

３．機械及び装置   89,251 161,219   

減価償却累計額   17,125 72,126 29,694 131,524 

４．車両運搬具   4,807 4,807   

減価償却累計額   4,446 360 4,559 247 

５．工具器具及び備品   601,014 862,330   

減価償却累計額   430,860 170,154 581,250 281,079 

６．土地   186,723 186,723 

７．建設仮勘定   114,608 16,354 

有形固定資産合計   727,240 8.6 791,295 7.1

 



    
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(2）無形固定資産     

１．電話加入権   414 414 

２．ソフトウェア   11,054 11,655 

無形固定資産合計   11,469 0.1 12,069 0.1

(3）投資その他の資産     

１．投資有価証券   5,006 161,561 

２．出資金   6,773 10,534 

３．関係会社出資金   2,240,838 2,977,008 

４．長期前払費用   11,631 94,446 

５．繰延税金資産   7,302 9,444 

６．保険積立金   71,491 81,639 

７．組合預け金   99,257 95,496 

８．その他   500 2,073 

投資その他の資産合計   2,442,801 28.8 3,432,205 30.8

固定資産合計   3,181,511 37.5 4,235,570 38.0

資産合計   8,475,865 100.0 11,141,525 100.0 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．買掛金 ※2 874,714 406,398 

２．短期借入金   100,000 2,450,000 

３．一年内返済予定長期借入金   625,937 463,260 

４．一年内償還予定社債   40,000 40,000 

５．未払金   319,824 209,342 

６．未払費用   5,587 10,119 

７．未払法人税等   647,703 4,647 

８．前受金   8 25 

９．預り金   605 1,508 

10．繰延ヘッジ利益   － 268,807 

11．賞与引当金   1,694 2,042 

12．その他   3 19,029 

流動負債合計   2,616,079 30.9 3,875,181 34.8

 



    
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債     

１．社債   270,000 230,000 

２．長期借入金   789,689 2,466,435 

３．退職給付引当金   8,854 9,934 

４．その他   5,000 － 

固定負債合計   1,073,543 12.7 2,706,369 24.3

負債合計   3,689,623 43.5 6,581,551 59.1

      

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 ※1  1,450,000 17.1 1,450,000 13.0

Ⅱ 資本剰余金     

１．資本準備金   1,885,800 1,885,800   

資本剰余金合計   1,885,800 22.2 1,885,800 16.9

Ⅲ 利益剰余金     

１．利益準備金   6,850 6,850   

２．当期未処分利益   1,443,592 1,217,323   

利益剰余金合計   1,450,442 17.1 1,224,173 11.0

資本合計   4,786,242 56.5 4,559,973 40.9

負債・資本合計   8,475,865 100.0 11,141,525 100.0 

     



②【損益計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高         

１．製品売上高   5,961,374 3,639,021   

２．その他役務収益   690,476 6,651,850 100.0 － 3,639,021 100

Ⅱ 製品売上原価     

１．期首製品棚卸高   157,274 242,689   

２．当期製品仕入高 ※1 4,075,494 3,263,488   

合 計   4,232,768 3,506,177   

３．期末製品棚卸高   242,689 3,990,079 60.0 278,420 3,227,757 88.7

売上総利益   2,661,171 40.0 411,264 11.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１．運賃   55,150 34,396   

２．支払手数料   66,043 34,876   

３．役員報酬   32,745 50,600   

４．給与・賞与   232,542 177,048   

５．賞与引当金繰入額   1,694 2,042   

６．福利厚生費   32,364 3,060   

７．退職給付費用   2,872 1,324   

８．旅費交通費   53,460 62,235   

９．減価償却費   135,981 205,441   

10．消耗品費   20,838 33,847   

11．開発研究費 ※2 114,449 163,933   

12．その他   82,796 830,941 12.5 276,972 1,045,774 28.7

営業利益（損失△）   1,830,829 27.5 △634,510 △17.4

 



    
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益     

１．受取利息   1,311 6,896   

２．受取配当金   13 100   

３．貸倒引当金戻入   1,246 2,646   

４．為替差益   － 46,513   

５．受取開発費負担金   － 500,000   

６．その他   2,888 5,459 0.1 4,372 560,529 15.4

Ⅴ 営業外費用     

１．支払利息   47,426 45,290   

２．社債利息   2,719 2,336   

３．社債発行差金償却   140 －   

４．為替差損   17,019 －   

５．新株発行費償却   18,919 －   

６．債権譲渡損   － 15,206   

７．シンジケートローン手数料   － 60,200   

８．その他   7,171 93,396 1.4 13,368 136,402 3.7

経常利益（損失△）   1,742,892 26.2 △210,383 △5.8

Ⅵ 特別利益     

１．固定資産売却益 ※3 167,533 167,533 2.5 57,409 57,409 1.6

Ⅶ 特別損失     

１．固定資産売却損 ※4 － － － 61,772 61,772 1.7

税引前当期純利益 
（損失△） 

  1,910,425 28.7 △214,746 △5.9

法人税、住民税及び事業税   946,510 2,341   

過年度法人税等   － 37,750   

法人税等調整額   △41,064 905,445 13.6 △117,318 △77,227 △2.1

当期純利益（損失△）   1,004,979 15.1 △137,519 △3.8

前期繰越利益   438,613 1,354,842 

当期未処分利益   1,443,592 1,217,323 

      



③【利益処分計算書】 

    

前事業年度 
（株主総会承認日 
  平成17年3月25日） 

  

当事業年度 
（株主総会承認日 

  平成18年3月24日） 
  

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   1,443,592   1,217,323

Ⅱ 利益処分額     

１．配当金   88,750 88,750 133,125 133,125

Ⅲ 次期繰越利益   1,354,842   1,084,198

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及

び評価方法 

(1)子会社出資金 

 移動平均法による原価法 

(1)子会社出資金 

 同 左 

  (2)その他有価証券 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

 時価のないもの 

  同 左 

２．デリバティブ等の評価

基準及び評価方法 

      ────── 

  

(1)デリバティブ 

 時価法 

 ３．たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

 製品及び原材料 

  総平均法による原価法 

 製品及び原材料 

 同 左 

４．固定資産の減価償却の

方法 

(1)有形固定資産 

 定率法 

 ただし、建物（建物付属設備を除く）

については、定額法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

(1)有形固定資産 

 同 左 

   建物       5年～38年 

 機械及び装置   5年～11年 

 工具器具及び備品 2年～11年 

  

  (2)無形固定資産 

 定額法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。 

 自社利用のソフトウェア 5年 

(2)無形固定資産 

 同 左 

５．繰延資産の処理方法 (1)社債発行差金 

 商法が規定する社債償還期限（5年）で

均等額を償却しております。 

(1)社債発行差金 

      ────── 

  (2)新株発行費 

 支出時に全額費用で処理しておりま

す。 

(2)新株発行費 

      ────── 

６．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等の特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同 左 

  (2)賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当期の負担に属す

る部分を計上しております。 

(2)賞与引当金 

 同 左 

  (3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務に基づき、当期

に発生したと認められる額を計上してお

ります。 

(3)退職給付引当金 

同 左 

 



表示方法の変更 

追加情報 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 ７．ヘッジ会計の方法         ────── 

  

イ ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理 

  

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 … 直物為替先渡取引  

  ヘッジ対象 … 製品輸入による外

貨建予定取引 

  

ハ ヘッジ方針 

 為替リスクの低減のため、対象予

定取引の範囲内でヘッジを行ってお

ります。 

  

ニ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額等を基礎にして判

断しております。 

  

８．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項 

(1)消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1)消費税等の会計処理 

 同 左 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 前期まで投資その他の資産の「その他」に含めて表示

しておりました「組合預け金」は、当期において、資産

の総額の100分の1を超えたため区分掲記いたしました。 

 なお、前期末の「組合預け金」は33,062千円でありま

す。 

          ────── 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  

 ────── 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

9号）が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月1日以

後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年2月13日 企業会計基準委員会 実

務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般管理費に計上してお

ります。この結果、販売費及び一般管理費が7,005千円増

加し、営業利益、経常利益、税引前当期純利益が、同額

減少しております。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度 
（平成17年12月31日） 

※１．会社が発行する株式の総数 普通株式 40,000株 

   発行済株式総数      普通株式 17,750株 

※１．会社が発行する株式の総数 普通株式 213,000株 

   発行済株式総数      普通株式  53,250株 

※２．関係会社に対する資産及び負債 ※２．関係会社に対する資産及び負債 

売掛金  144,803千円

未収入金 2,382,813千円

買掛金 508,290千円

売掛金        237,603千円

未収入金 2,838,884千円

買掛金   217,183千円

※３．期末日満期手形 ※３．期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。なお、当期末日が金融機

関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高

に含まれております。 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。なお、当期末日が金融機

関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高

に含まれております。 

 受取手形           9,213千円  受取手形                10,748千円 

４.        ────── ４．当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行 

 11行と貸出コミットメント契約を締結しております。 

  これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高 

 は次のとおりであります。 

   

   貸出コミットメントの金額      4,800,000千円 

   借入実行残高            4,100,000千円 

   差引額                700,000千円 

  <財務制限条項> 

上記、貸出コミットメント契約には以下の財務制限条項

がついており、各年度の決算期末日において、下記の条

件を充足することを確約しております。   

  （1）経常損益で2期連続で損失計上しないこと。   

  （2）貸借対照表資本の部の金額を、平成16年12月末の貸

借対照表資本の部の金額の80%もしくは75%以上に維持

すること。  



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１．売上原価には、関係会社からの製品仕入高 

4,075,494千円が含まれております。 

※１．売上原価には、関係会社からの製品仕入高 

3,035,591千円が含まれております。 

※２．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 114,449千円 

※２．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 163,933千円 

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

機械及び装置 149,639千円

工具器具及び備品 17,893千円

計 167,533千円

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

機械及び装置   3,075千円

工具器具及び備品  54,334千円

計  57,409千円

※４.         ────── 

   

   

   

※４．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

機械及び装置  61,208千円

工具器具及び備品   564千円

計  61,772千円

         



（リース取引関係） 

該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成16年1月1日 至平成16年12月31日）及び当事業年度（自平成17年1月1日 至平成17年12月31

日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 平成16年12月31日現在

繰延税金資産   

 未払事業税等否認 48,622千円 

 一括償却資産償却超過額 3,943千円 

 賞与引当金繰入超過額 688千円 

 退職給付引当金限度超過額 3,359千円 

 その他 74千円 

 繰延税金資産計 56,689千円 

 平成17年12月31日現在

繰延税金資産   

 繰越欠損金      140,213千円 

 繰延未実現利益      20,329千円 

 未払事業税等否認       1,423千円 

 一括償却資産償却超過額      5,526千円 

 賞与引当金繰入超過額    830千円 

 退職給付引当金限度超過額      3,917千円 

 棚卸資産評価損否認      1,668千円 

 その他   98千円 

 繰延税金資産計      174,007千円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な原因別の内訳 

平成16年12月31日現在

   ％

法定実効税率 42.0 

同族会社の留保金額に対する税額 4.2 

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2 

住民税均等割 0.1 

その他 0.9 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.4 

平成17年12月31日現在

   ％

法定実効税率 40.6 

法人税等修正申告 13.5 

住民税均等割 △1.1 

その他 0.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 53.5 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額 269,647.48円 

１株当たり当期純利益金額 65,182.10円 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額 
64,834.09円 

１株当たり純資産額 85,633.31円 

１株当たり当期純損失金額       2,582.51円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期

純損失であるため、記載しておりません。 

    

    

    

 当社は平成17年5月20日付で株式1株につき3株の株式分

割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における1株当たり情報は、それぞれ以下

のとおりであります。 

1株当たり純資産額  89,882.49円   

1株当たり当期純利益金額  21,727.36円   

潜在株式調整後1株当たり当期

利益金額 
 21,611.36円 

  
前事業年度 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり当期純利益金額      

当期純利益（損失△）（千円） 1,004,979 △137,519 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金） － － 

普通株式に係る当期純利益（損失△）（千円） 1,004,979 △137,519 

期中平均株式数（株） 15,418 53,250 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（千円） － － 

 普通株式増加額（株） 83 － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

             － 新株予約権2種類 

新株予約権の数 3,800個    



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

株式分割（平成17年5月20日付をもって、普通株式1株を

3株に分割する。）による新株を発行することを平成17

年2月14日開催の取締役会において決議いたしました。 

          ────── 

 ① 分割により増加する株式数 

     普通株式とし、平成17年3月31日の最終の発行済

    株式数に2を乗じた株式数 

 ② 分割方法 

      平成17年3月31日の最終の株主名簿及び実質株 

   主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を 

   １株につき3株の割合をもって分割する。 

 ③ 配当起算日 

    平成17年1月1日 

   当該分割が前期首に行われたと仮定した場合の 

 前連結会計年度における1株当たり情報及び当期首に 

 行われたと仮定した場合の当連結会計年度における1 

 株当たり情報は、それぞれ以下のとおりであります。 

前事業年度 当事業年度 

1株当たり純資産額 

      22,182.10円 

1株当たり純資産額 

      89,882.49円

1株当たり当期純利益金額 

      4,515.25円 

1株当たり当期純利益金額

       21,727.36円

  

潜在株式調整後1株当たり

当期利益金額 

       21,611.36円

  

  

  

     

  

     

   



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 
その他有

価証券  

Digital Optics Co.,LTD. 195,464 108,955 

Piezoelectric Technology Co., LTD.  10,079 47,600 

Silicon Electronics Company（S）PTE

LTD. 
60,000 5,006 

小計 265,543 161,561 

計 265,543 161,561 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

機械及び装置   関係会社への有償支給設備（内製設備他）の購入 376,736千円  

工具器具及び備品 関係会社への有償支給設備（金型他）の購入 207,674千円  

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

機械及び装置   関係会社への売却 304,769千円  

工具器具及び備品 関係会社への売却 185,780千円  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 179,700 678 － 180,379 31,753 5,304 148,625 

構築物 57,752 － － 57,752 31,012 3,276 26,739 

機械及び装置 89,251 376,736 304,769 161,219 29,694 18,114 131,524 

車両運搬具 4,807 － － 4,807 4,559 113 247 

工具器具及び備品 601,014 447,095 185,780 862,330 581,250 175,510 281,079 

土地 186,723 － － 186,723 － － 186,723 

建設仮勘定 114,608 152,870 251,123 16,354 － － 16,354 

有形固定資産計 1,233,855 977,379 741,672 1,469,566 678,271 202,318 791,295 

無形固定資産               

電話加入権 414 － － 414 － － 414 

ソフトウェア 13,811 9,160 5,870 17,101 5,446 3,122 11,655 

無形固定資産計 14,226 9,160 5,870 17,516 5,446 3,122 12,069 

長期前払費用 11,631 95,210 12,395 94,446 － － 94,446 



【資本金等明細表】 

 （注）普通株式の当期増加は、平成17年5月20日付をもって１株につき３株の割合による株式分割を行ったことによる

ものであります。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は全て一般債権に対する引当金の洗替額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 1,450,000 － － 1,450,000 

資本金のうち既

発行株式 

普通株式 （株） (  17,750) (   35,500) (   － ) (  53,250 ) 

普通株式 （千円） 1,450,000 － － 1,450,000 

計 （株） (  17,750) (  35,500) (   － ) (  53,250 ) 

計 （千円） 1,450,000 － － 1,450,000 

資本準備金及び

その他資本剰余

金 

（資本準備金） （千円） 1,885,800 － － 1,885,800 

計 （千円） 1,885,800 － － 1,885,800 

利益準備金及び

任意積立金 

（利益準備金） （千円） 6,850 － － 6,850 

（任意積立金） （千円） － － － － 

計 （千円） 6,850 － － 6,850 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 2,646 － － 2,646 － 

賞与引当金 1,694 2,042 1,694 － 2,042 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現                     金 43 

預                     金   

普      通      預      金 1,521,369 

定      期      預      金 415,726 

小                  計 1,937,095 

合               計 1,937,139 

相手先 金額（千円） 

佐 鳥 オ ー ト マ チ ッ ク  ㈱ 32,186 

松       久       ㈱ 14,189 

カシオ計算機 ㈱ 6,175 

㈱ あすか電子サービス 5,173 

メトロ電気 ㈱ 4,221 

そ          の          他 9,604 

合               計 71,551 

期日別 金額（千円） 

平成17年12月 10,748 

平成18年 1月 14,016 

     2月 25,552 

     3月 11,193 

     4月 9,041 

     5月 997 

     6月以降 － 

合               計 71,551 



③ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

④ 製品 

⑤ 原材料 

⑥ 未収入金 

相手先 金額（千円） 

思 考 技 研 （ 香 港 ） 有 限 公 司 235,967 

Flextronics Technology(Sham Alam)Sbn Bhd 178,344 

㈱ 東芝モバイルコミュニケーション社 140,748 

埼玉日本電気 ㈱ 59,386 

Lumberg Connect GmbH＆Co.KG 55,209 

そ          の         他 301,096 

合               計 970,753 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

725,979 3,784,788 3,540,014 970,753 78.5 81.8 

品目 金額（千円） 

携 帯 電 話 市 場 向 け 製 品 243,379 

そ の 他 市 場 向 け 製 品 35,040 

合計 278,420 

品目 金額（千円） 

携 帯 電 話 市 場 向 け 製 品 製 造 用 材 料 32,360 

そ の 他 市 場 向 け 製 品 製 造 用 材 料 1,622 

合計 33,983 

相手先 金額（千円） 

思 考 電 機 （ 上 海 ） 有 限 公 司 1,540,293 

上 海 思 考 電 子 有 限 公 司 1,298,590 

合計 2,838,884 



⑦ 関係会社出資金 

⑧ 買掛金 

⑨ 短期借入金 

相手先 金額（千円） 

上 海 思 考 電 子 有 限 公 司 1,558,954 

思 考 電 機 （ 上 海 ） 有 限 公 司 1,410,804 

思 考 技 研 （ 香 港 ） 有 限 公 司 7,249 

合計 2,977,008 

相手先 金額（千円） 

上 海 思 考 電 子 有 限 公 司 122,767 

思 考 電 機 （ 上 海 ） 有 限 公 司 94,416 

鈴  木  接  点  工  業  ㈱ 87,742 

旭  精  機  工  業   ㈱ 11,141 

富  士  和  電  子   ㈱ 8,105 

そ          の          他 82,225 

合計 406,398 

相手先 金額（千円） 

㈱     東  京  三  菱  銀  行 1,050,000 

㈱     み   ず   ほ   銀   行 640,000 

㈱     横    浜    銀    行 600,000 

農   林   中   央   金   庫 160,000 

合計 2,450,000 



⑩ 長期借入金 

(3）【その他】 

① 決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

② 訴訟 

 特記事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

㈱     横    浜    銀    行 594,050 

㈱     山  梨  中  央  銀  行  360,000 

 ㈱     Ｕ   Ｆ   Ｊ   銀   行 335,014 

㈱     大    分    銀    行  220,000 

㈱     第    四    銀    行  220,000 

㈱     十    六    銀    行  200,000 

㈱     福    井    銀    行  150,000 

㈱     北    國    銀    行  150,000 

㈱     み   ず   ほ   銀   行 96,371 

農   林   中   央   金   庫  50,000 

㈱     岐    阜    銀    行  50,000 

㈱     泉    州    銀    行  25,000 

日  本  政  策  投  資  銀  行 16,000 

合計 2,466,435 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） 当社は、商法第220条ノ2第1項に規定する端株原簿を作成しております。 

決算期 １２月３１日 

定時株主総会 営業年度末日の翌日から３ヶ月以内 

基準日 １２月３１日 

株券の種類 １株券、１０株券、１００株券 

中間配当基準日 ６月３０日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 

２【その他の参考情報】 

  

該当事項はありません。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 独立監査人の監査報告書 

   平成１７年３月２５日

株式会社シコー技研    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
代表社員
関与社員 

 公認会計士 浅枝 芳隆  印 

 
代表社員
関与社員 

 公認会計士 田村 稔郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社シコー技研の平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社シコー技研及び連結子会社の平成１６年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



 独立監査人の監査報告書 

   平成１８年３月２４日

株式会社シコー技研    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 浅枝 芳隆  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 三宅 秀夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社シコー技研の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社シコー技研及び連結子会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



 独立監査人の監査報告書 

   平成１７年３月２５日

株式会社シコー技研    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
代表社員
関与社員 

 公認会計士 浅枝 芳隆  印 

 
代表社員
関与社員 

 公認会計士 田村 稔郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社シコー技研の平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日までの第２０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

シコー技研の平成１６年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



 独立監査人の監査報告書 

   平成１８年３月２４日

株式会社シコー技研    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 浅枝 芳隆  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 三宅 秀夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社シコー技研の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第２１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

シコー技研の平成１７年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 
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